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米国第 1巡回控訴裁判所 

2002年 4月 3日 

隣席：Lynch裁判長、Campbellと Bownes S.C.JJ. 

I.Danaipour（申立人、非上訴人）対 K. McLarey（被申立人、上訴人） 

 

LYNCH裁判長 

連邦裁判所の最も困難で悲痛な任務の中には、ハーグ条約の「国際的な子の奪

取の民事上の側面に関する条約」に基づき、片方の親がその子が返還させられ

るならば身体的若しくは精神的な危害の重大な危険に直面すると主張する場合

に、奪取された子をその子の母国へ返還させるか否かという決定がある。（国

際的な子の奪取の民事上の側面に関するハーグ条約、1980年 10月 25日に署名

のため開催。T.I.A.S. No. 11,670, 1343 U.N.T.S. 89［以下、ハーグ条約と呼ぶ］） 

ハーグ条約の国内担保法である「国際的な子の奪取に関する救済法」（42 

U.S.C. ss. 11601-11610 (1994)）において、議会は、返還が子に危害を与える重

大な危険となるか否かという問題を含む、ハーグ条約下で発生する訴訟に関す

る管轄権を連邦裁判所に与えた（I.D. s. 11603）。 

地方裁判所は誠実に取り組み、次のような結論を下した。父親が彼の 3 歳の娘

に性的虐待を行なったと信じるに足る理由が存在するが、性的虐待が起こった

か否か、またもし起こったとすればその子を守る為にどのような措置が必要か

については、スウェーデンの裁判所が最終的に判断すべきである。地方裁判所

は、スウェーデンの裁判所が類似の執行を行なうと仮定して、多数の「アンダ

翻訳は外部業者によるものであり，外務省が内容の正確さを保証するものではありません。
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ーテイキング」を利用することにより、スウェーデンの裁判所がこの問題を決

断するまで、その子は適切に保護されるだろうと考えた。 

当控訴裁判所は、米国の裁判所が被害の重大な危険という問題を判断する責務

を外国の裁判所に委ねられるかどうかを判断せずに、誤りを犯し、当該子の返

還を可能にすると思われる条件を発することにおいて越権行為を行なったと考

える。当控訴裁判所は原判決を棄却し、当見解と合致する追加の訴訟のために

原審へ差し戻す 

I. 

当控訴裁判所は、地方裁判所に提出された本件の事実を以下に要約する。 

Ｋ.Ｍ.はスウェーデンと米国の二重市民権保持者であり、Ｉ・Ｄはスウェーデ

ンの市民権を持ち、イラン国籍を持つ。Ｄは児童心理士として臨床を行なって

いる。二人はスウェーデンで知り合った。 

ＭとＤは 1994 年に最初の娘を授かった。そのすぐ後にマサチューセッツ州で

結婚した。二人目の娘は 1998 年に生まれた。二人の子はスウェーデンで生ま

れ、彼女らは人生の大半をそこで暮らした。1999 年の夏にマサチューセッツを

訪れた際に、ＤはＭの両親に二人は離婚するだろうと告げた。2000年 2月に二

人は離婚届けを出したが、ストックホルムの二人のコンドミニアムでの同居生

活は継続した。 

2000 年の前半に、ＭとＤの関係は一層悪化した。Ｍは、Ｄが虐待的であり、支

配的だと主張し、彼が娘に不適切な性的接触を行なっていると疑い始めた。Ｍ

は何度かＤが娘らの乳首をつねったり、上の娘の尻をわしづかみにするのを目

撃した。彼女はまた、上の娘が、母親の口に激しくキスしようとするなど、性

的な行動を見せ始めたと報告する。 

2000年 6月、Ｍは娘らを連れて両親を訪れるために米国へ旅行した。翌月、Ｄ

も娘らに会いに米国を訪れた。Ｍは、娘らが父の元を訪れた後に二度、下の娘

の膣の部位に異常な赤疹があることを発見したと主張した。Ｄはスウェーデン

に帰国すると、スウェーデンの裁判所に申し立てを行ない、娘らの全面的な監

護権を授与された。Ｍはその後スウェーデンに戻り、ストックホルムの女性避

難所に住み、共同監護権の申立を提出した。約 4 週間後の 2000 年 10 月頃、ス

ウェーデンの裁判所はＭにコンドミニアムの取得と子らへの共同監護権を与え

た。それには二人の親の間を一週間交代で行き来する身体的監護権が含まれて
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いた。Ｍはスウェーデンの裁判所に、再び娘らをスウェーデンから連れ出さな

いと約束し、彼女と娘らのパスポートを彼女のスウェーデンの代理人に提出し

た。 

Ｍは、娘らが父親への訪問から帰った後に再び膣の赤疹があることに気づくよ

うになったと主張する。小児科の看護師の忠告に従い、Ｍは児童心理士に相談

した。Ｍが児童心理士を初めて訪問した後に、下の娘に赤疹の理由を尋ねると、

その子は「ババ[彼女の言葉で父親のことを指す]がこんなことをした」と言っ

て、自慰の動作を見せたと、Ｍは言う。Ｍは、もう一人の子にも尋ねたが、返

答はなかったと主張する。Ｍはそれから上の娘に「自分が触って欲しいと思わ

ない限り、誰にもあなたのどの部分にも触らせてはいけない」と言うと、娘は

「あの人たちがしたことをお母さんに言ったらなんて言うかしら？」と応えた。

父親の同意が必要だったため、娘らをその心理士には診察させなかった。 

2000年 11月 21日に、同心理士は性的虐待が疑われるという報告を行ない、ス

ウェーデンの社会福祉局にこの件を通報した。その後、この件はストックホル

ム警察に委ねられた。警察は一時間弱上の娘に質問し、10 分ほど下の娘にも質

問した。下の娘はそれについて彼らに話すことを拒否した。［脚注 1］1 月に

なり、下の娘が医学検査を受け、異常な点は見つからなかった。［脚注 2］そ

の後、警察は調査を終了した。［脚注 3］ 

Ｍはその後スウェーデン社会福祉局へ戻り、専門的な性的虐待の完全な調査を

求めた。社会福祉局は一般的な調査を開始したが、Ｄは調査に積極的ではなか

ったため、Ｄの同意なしに性的虐待が起こったか否かを調査することはできな

い、とＭに通知した。Ｍは支援を求めて、米国大使館やスウェーデンの議員を

頼ったが、効果はなかった。この時期に、下の娘は繰り返し「ババ」が自分の

「おしっこ」を傷つけたと話し、繰り返し悪夢を見たり、排便を拒否したり、

Ｍの婚約者に対して性的で不適切な行為を行なったりと、虐待の徴候を見せた

とＭは主張する。 

2001 年 3 月 29 日、ＭはＤが反対する性的虐待の完全な調査を求める申立をス

トックホルム地方裁判所に行なった。Ｍはスウェーデンの同裁判所に彼女の婚

約者と彼女の母親からの書状も提出した。婚約者はとりわけ、下の娘が夜に

「ババ…痛いよ…いやいや！」と叫んだり、彼女の股間で身振りを加えながら

ババが彼女を「ハンマーで叩いた」と言ったりするのを聞き、彼に「私のおし

っこで遊ぼう」と誘ったりした、と報告した。母親の書状には、父親への訪問

の後で両方の娘に異常な膣の赤疹を見つけたことや、上の娘が彼女に妹が両足
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の間で自慰の仕草をしながら「ババがこれをすると言う時、[妹は]何を言おう

としてるの？」と尋ねたり、下の娘が膣の部位の痛みを訴えたり、父親への一

般的な恐怖を訴えたりしたと記してあった。2001 年 6 月 13 日、スウェーデン

の裁判所は完全な調査の申立を却下した。 

またこの時期にスウェーデン当局は、離婚訴訟の一部として監護権の判定に結

論を下した。2001 年 5 月 31 日、スウェーデン当局は、家庭訪問や娘の学校へ

の訪問と面接に基づき報告書を発行した。その結果は「娘のどちらにも性的虐

待（中略）を示す事柄は確定されなかった（中略）両親は二人とも親としての

極めて高い能力を持ち、娘らと洗練された親密かつ自然な接触を持っている」

［脚注 4］というものだった。しかし、スウェーデンでは、どちらかの娘が性

的虐待を受けたか否かという具体的な問題への完全な調査は行なわれなかった。 

2001 年 6 月 25 日、Ｍは娘らと共にスウェーデンを出て、米国へ戻った。両当

事者は、このことがスウェーデンの裁判所の命令に違反したことに同意する。

到着してすぐ、彼女は性的虐待の判定を行なおうとしたが、三歳の娘は判定人

と話すことを拒否した。Ｍは 2001 年 7 月 3 日に、ハーグ条約に基づく確認判

決訴訟も申し立てた（同訴訟は後に両当事者の合意により取り下げられた）。

2001 年 8 月 22 日、Ｄはマサチューセッツ州裁判所の家庭裁判部門にハーグ条

約に基づく子の返還を求める申立を行なった。2001年 9月 5日、Ｍの申立によ

って、同訴訟は連邦地方裁判所に移された。 

2001 年 9 月、Ｍは娘らを臨床心理士 Toni Luxenberg 博士の治療へ連れて行き

始めた。Toni Luxemburg 博士と週一回の治療を数ヶ月続ける中で、下の娘は、

父親が彼女に自分の自慰を手伝わせたり、父親が彼女の前で自慰をしたと受け

取れるような様々な話を行なった。彼女は博士に対して、父親に会うためにス

ウェーデンへは決して行きたくないとも語った。上の娘は、自分が虐待された

ことを示すような話は何もしなかったが、Toni Luxenberg博士に対して妹が自

分に虐待のことを話し、父親がそれをしたと思うし、スウェーデンに戻らなけ

ればならないことに不安と恐怖を感じていると話した。 

地方裁判所は、2001 年 11 月 1 日に日程に関する最初の審理を開いた。その時、

裁判所は以下のように述べた。 

当職は当裁判で児童虐待の容疑が明白かつ確信を持つに足る証拠によって証明

されるか否かを判断することを必ずしも求められていない。当職が求められて
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いるのは、スウェーデン当局がこれらの問題を判断できるように子らをスウェ

ーデンに返還するための実現可能な条件があるか否かを判断することである。 

翌日、地方裁判所は、子らのために訴訟後見人("ＧＡＬ")を選定し、開示手続

きが 2001年 12月 17日までに完了するよう求める日程命令を出した。 

11 月 21 に、Ｄは雇い入れた専門家と共に、地方裁判所に対して、子らに性的

虐待に関する独立した判定を受けさせることを命じる連邦証拠規則 706［脚注

5］に基づく命令を発するよう求めた。また同日に、ＧＡＬは、できればスウ

ェーデンの新学期が始まる 1 月より以前の「迅速な解決案」の必要性を強調す

る仮報告を提出した。12月 3日に、Ｍは裁判に先立って、法医学的な性的虐待

の判定を求める申立を提出した。Ｍはハーグ条約の証明責任を満たすために十

分な裁判記録上の証拠があると考えると陳述し、裁判官が性的虐待が起こった

か否かの調査を行なうことが有益である、または必要であると考えるならば判

定を命じるべきだとも陳述した。Ｍは申立で以下の点を主張した。性的虐待の

調査結果はハーグ条約においてそれ自体で「耐え難い状況」を構成するだろう。

スウェーデンで実施されるどのような判定も効果的とはならないだろう。当地

での判定結果によって、返還命令が出た場合にアンダーテイキングを用いる可

能性を裁判所が判断するための情報を与えることが可能になるだろう。Ｍはこ

の申立と共に、子らが性的虐待に関する情報を意思開示しようとする意欲や能

力はスウェーデンに返還された場合には著しく減少するだろうという二人の医

師からの専門家供述書を提出した。その結果、12月 3日の時点で、両当事者は

完全な判定の必要性について合意し、裁判所の監督の下でそれが当地で実行さ

れると考えた。ＧＡＬは、11 月 21 日に本件の迅速な解決を求める勧告を行な

った際に、両当事者が完全な判定を求めていた事実を知らなかった。 

2001年 12月 4日、裁判所は予審を開き、その場で裁判を 12月中に終えること

が望ましいと表明し、ＧＡＬの勧告に合わせて、完全な判定はスウェーデンで

行なうことが可能か尋ねた。その時点で、Ｄの代理人はこの国でいかなる検査

が行なわれる可能性に対しても絶対的な反対を表明した。ＧＡＬは、判定は行

う必要があると信じると述べたが、それが米国で行なわれるべきか、スウェー

デンで行なわれるべきかについては意見を表明しなかった。 

12月 7日に、裁判所は第二回審理を開いた。この審理で、Ｄは判定が米国で行

なわれることに反対だと書面で申し入れた。しかし彼はいかなる専門家の供述

も提出せず、そのためＭが提出した専門家による、スウェーデンでの判定は上
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手くいかないだろう、という証言に反論することはなかった。裁判所は次のよ

うに考えた： 

被申立人が主張するのとは反対に、本件で提供された追加情報から考えて、当

職はスウェーデンにおいて子らの判定が効果的に行なわれないことに納得せず、

これらの問題を迅速に判断するというハーグ条約の要請から考えて、それが実

現可能でも適切でもないと考える。また両当事者が当職が設定した 12 月 19 日

の審理日に賛成している事実に基づき、[当職は]（中略）裁判所が性的虐待の

判定を命じるという申立を却下する。 

裁判所がこの考えを提示した時、それ以前に行なわれた唯一の専門家の証言は、

もし子らが返還された場合に判定が上手く実施されることへの、控え目に見て

も、大きな懐疑だった。さらに、ＧＡＬは判定がどこで行なわれるべきかにつ

いて立場を明確にせず、それは彼女の専門知識を超えた問題であると語った。

裁判所はさらに、Ｍは判定についての申立をもっと早く提出すべきだったと記

した。［脚注 6］裁判所がその論理的根拠に依拠していたというのではない。

たとえもっと早く提出されていたとしてもそれが許可されたかどうかには「大

きな疑念」があると記されていたからだ。 

審理の前に、Ｄは、もし裁判所が子らをスウェーデンへ返還させる命令を出す

なら、自分が同意する「アンダーテイキング」の提案を提出した。これらには

以下の取り決めが含まれる。子らはスウェーデンでＭと共に暮らすことが出来

ること。スウェーデンの裁判所の審判中は自分は訪問を制限するか、または一

切訪問はしないこと。性的虐待が起こったか否かを判断するための法医学的判

定に参加すること。 

2001年 12月 14日、審理が始まる直前に、ストックホルム郡裁判所は以下の命

令を発した。ＭとＤは継続して共同監護権を保持すること。子らは毎週土曜日

に父親の元へ監督付きの訪問を行なうだろうこと［脚注 7］。「子らがスウェ

ーデンに返還されたなら、裁判所は児童精神科の判定について考慮する」（強

調は引用者による）。このように、父親は子らへの医学的検査に対する当初の

反対を取り下げたが、スウェーデンの裁判所はそれを要求するか否かの問題に

ついて判断を保留していた。 

2001年 12月 17日に提出されたＧＡＬの最終報告は以下の提案を行なった。も

し娘らがスウェーデンに返還されたなら、下の娘は性的虐待の完全な判定が行

われるか、または少なくともそれが大きな進展を見せ、彼女にカウンセラーが
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付けられるまで、父親は電話だけの接触をもつこと。従って、彼女の提案と三

日前にスウェーデンの裁判所が出した命令とが対立していた。 

審理は 12月 19日から 12月 21日に予定通り実施された。両当事者からの異議

なしに、裁判所は双方が本件に費やす時間を約 9 時間に制限した。審理では、

Luxenberg 博士が、その子の治療に基づいて証言し、彼女はＤが彼の下の子を

性的に虐待したと確信していた。下の子の証言はその年齢にふさわしい話し方

で行なわれ、苦しみの感情反応を伴っており、機械的なセリフの繰り返りでは

なく、新しい情報が含まれていたため、この娘が偽りの批判をするように誰か

から吹き込まれたとは考えにくい、と具体的な証言を行なった。Luxenberg 博

士はさらに、現時点では、Ｄが上の娘に性的虐待を行なったかどうかについて

は答えることができないと証言した。彼女はまた、自分の医学的見解では、下

の娘は心的外傷後ストレス障害（「ＰＴＳＤ」）に掛かっていると証言した。

［脚注 8］ 

Ｍはまた、児童の心的外傷の専門家である Bessel van der Kolk博士からの専門

家証言も提供した。彼は Luxenberg 博士の記録と下の子の短いビデオ映像を検

討し、下の娘がＰＴＳＤに掛かっていることに同意した。この時点では上の子

がＰＴＳＤになっていることには同意しないが、どちらの子に関しても現時点

で父親の元に返すことは「悲惨な」ことにつながるだろうと証言した。ブラウ

ン大学医学校の小児科の教授であり、性的虐待判定の専門家である Carole 

Jenny 博士は第三の専門家として証言し、自分の見解では、妥当なレベルの医

学的確実性において下の娘は性的に虐待されていると語った。彼女は、その子

が稽古を付けられていたと思わないと明確に述べた。彼女の見解は、

Luxenberg 博士の治療記録や報告書の検討、スウェーデンの社会福祉局と警察

の報告書、Ｍとの面接、裁判での彼女の証言への観察に基づいていた。Jenny

博士はまた、スウェーデンでは効果的な調査が行なわれるとは思わないとも証

言した。その理由として、もし子らが返還されたなら、話をしようと思わなく

なるだろうと述べた。児童虐待の裁判を専門とするスウェーデン代理人もＭの

ために、スウェーデンの法律制度および地方裁判所の命令を守る手段としての

「アンダーテイキング」の実現可能性について専門家として証言した。この専

門家の証言は、以下の関連するセクションの中でより詳細に取り上げられる。 

臨床ソーシャルワークの博士号を持つが、医師ではない Carlton Munson 博士

はＤの専門家として、自分の見解ではどちらの子もＰＴＳＤに掛かっていない

と証言した。彼はまた、スウェーデンへの返還が子らに悪い影響を与えるかど

うかは誰も予測できないと証言し、それが彼らの将来を改善することになるか
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もしれないと示唆した。Munson 博士はさらに、いかなる判定も「虐待が起こ

ったとされる管轄権のある場所」スウェーデンで行なわれることが望ましいと

証言した。その理由として、「制度への親しみ、舞台や地域、利用できる制度

の種類などすべての要素への親近感、虐待された人物の文化、虐待した人物の

文化」を挙げた。彼はこの点について詳細に説明することはなかった。 

Ｄも証言に立ち、性的虐待のすべての嫌疑を否定し、自分がＭに対して虐待的

であったという点も否定した。彼の娘らは彼や他の男性が裸でいるところを見

たことがあるが、それはスウェーデンでは普通のことだと証言した。しかし、

自分は娘らには決して性的に触れもしなければ、娘らが彼に性的に触れたこと

もなかったと証言した。彼と妻が一緒に住んでいた時に、娘らの膣の部分の赤

疹を彼も見たことがあると証言した。彼らは保健の専門家に相談し、これは正

常の範囲外のものではなく、普通の軟膏で治療可能だと言われたと証言した。

妻の非難に対する彼の解釈は、彼の妻は彼の元を去り、アメリカ人男性と一緒

になるつもりで、スウェーデンの監護命令に違反して、子らを自分と一緒に連

れて行こうと試みているというものだ。 

2002 年 1 月 2 日、地方裁判所は判決を下した（Danaipour v. McLarey, 183 F. 

Supp. 2d 311頁 (D. Mass. 2002)）。裁判所は、下の子が Luxenberg博士に行な

った話に関する Luxenberg 博士の証言を信頼に足るものと認め、「それらの話

は、ＤがＣ.Ｄ.の前で自慰し、ある時には彼女をその行為に関与させたかもし

れないという懸念への十分な根拠を提供する。Ｍのもう一人の専門家 Carole 

Jenny 博士は、もしそれが起こった場合、一種の性的虐待となると述べた」

（同書 322 頁）。しかし、裁判所はまた、「いかなる形の性的虐待が起こった

か否か、そしてもし起こったとすれば、誰が虐待者であるかについて、根拠あ

る信頼性を持って判断するためには医学的な判定が必要である」［脚注 9］

（同書）と考えた。裁判所はさらに、いかなる形でも上の子が性的虐待を受け

たという証拠はなく［脚注 10］、どちらの子もＰＴＳＤにかかっておらず、も

しスウェーデンへ母親と共に返還されたなら、ＰＴＳＤや他のどのような異常

な精神的危害も被るとは見なさなかった（同書 313 頁）。裁判所は以下のよう

に結論した。「Ｍは明白かつ確信を持つに足る証拠によって、この覚書が命じ

る条件で子らをスウェーデンへ返還させることによって、当裁判所がＤの申立

を棄却できる根拠となる、精神的な危害を与える重大な危険を生むこと、を証

明し［なかった］」（同書）。 
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裁判所はＭに対して、2002年 1月 16日までに、以下を含む 12の条件リストを

伴い、彼女の費用で子らをスウェーデンに返還するように命じる。スウェーデ

ンの裁判所により別段の命令がない限り、子らはＭと一緒に暮らすこと。スウ

ェーデンで医学的判定が行なわれ両親がその判定に全面的に参加すること。ス

ウェーデンの裁判所が子らの監護権のために法医学的判定の影響を判断するこ

と。Ｄはスウェーデンの裁判所によって別段の命令がない限り、下の娘とは接

触しないこと。スウェーデンの裁判所が別段の命令を下さない限り、Ｄは上の

娘と週 3 回電話のみの接触を持つこと。Ｄはスウェーデンで効力を持つミラ

ー・オーダーとしてスウェーデンの裁判所が当命令の条件を執行するように要

求すること（同書 327-28頁）。地方裁判所は、Ｍが申し立てた、修正のための

休会や裁判所命令からの救済を求めるための時間延長を否定し、「当裁判所は

［スウェーデンの裁判所が］[2000 年 1 月 2 日]付の命令と実質的に一語一句同

じであるスウェーデン語の同種文書を発行することを望む」と記した。 

2002年 1月 3日に、Ｄは要求されたミラー・オーダーをストックホルム地方裁

判所に提出した。マサチューセッツ地方裁判所はスウェーデン地方裁判所に翻

訳済みの命令書を提供しなかったため、Ｄは自分の翻訳を提出したが、Ｍはそ

れは不正確なものであったと批判した。  

2002 年 1 月 9 日、連邦地方裁判所は、もしＭが当裁判所に 1 月 14 日までに上

告の申立を行なうなら、当法廷が命令執行停止の彼女の申立を検討するまで返

還日を延長するように命令を修正した。 

1月 25日、当裁判所は、執行停止の彼女の申立を認め、上告の結果が出るまで

子らの返還命令を停止させ、両当事者に迅速な上告を許可した。2002 年 3 月 6

日に弁論が聞かれた。両当事者からの最終申立は、2002 年 3 月 29 日に受け付

けられた。 

口頭弁論の後、当控訴裁判所は両当事者がスウェーデンでのその後の出来事に

関する情報を提供する記録追加を認めた。追加情報の結果、米国と同等の性的

虐待の判定がスウェーデンで行なわれるだろうという地方裁判所の推定はさら

に揺らぐこととなった。しかし公判後情報がなくとも、当控訴裁判所は地方裁

判所の判決を破棄するだろう。追加情報は単に、地方裁判所の分析の誤りを当

控訴裁判所に確信させただけだった。2月 14日、ストックホルム市裁判所は本

件についての仮命令を出した。全部ではなく一部について地方裁判所が命じた

アンダーテイキングを遵守するというものだった（Danaipour v. McLarey, No. 

T 3165-00 (Stockholm City Court, Dept. 2, Div. 6, Feb. 14, 2002) (翻訳)）。その命
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令は、「ハーグ条約の下で子らの返還のために連邦裁判所によって課された条

件の大半は正式根拠として承認できないものである」と言うものであった（同

書）。市裁判所は、今回のような裁判では親権法に従わなければならず、同法

の関連条項が指定しない条項を含む命令を合法的に発することはできない、と

記した。  

具体的には、以下の命令が承認された。子らがＭと住み続けるべきだとする命

令。「［子らが］性的虐待にさらされたか否か、もしさらされた場合誰によっ

て虐待を受けたかを明確にする」ための調査を児童青年精神科サービスが行な

うとの命令（同サービスは 2002 年 5 月 17 日までに当調査に基づき裁判所に報

告すべきであると具体的に記された）。両親がこの調査に参加するという命令。

調査結果は「子らの将来の監護権の問題が確定する際に考慮されるべきである」

という命令（同書）。裁判所は以下の命令については承認する法的権限を持た

ないと述べた。以下の命令とは、Ｍに対して自費でスウェーデンに子らを返還

させるように求める命令。子らへのＤの接触を制限する命令。Ｍがパスポート

を提出し裁判所の許可なくスウェーデンを出国しないように求める命令。裁判

所が別段の決定を行なうまでＤはＭに対して訴訟を起こさず、あるいは監護権

を行使する試みを行なわないように求める命令（同書）。しかし、スウェーデ

ンの裁判所はＤが子らに接近することを認めた 2001 年 12 月 14 日の命令を取

り消した。 

スウェーデンの裁判所の 2 月 14 日の命令に基づき、本件は児童青年精神科サ

ービス（「ＢＵＰ」）へと委託された。2002年 3月 2日、ＢＵＰはスウェーデ

ンの裁判所に、「我々は上記の子らが性的虐待にさらされたか、また誰によっ

てさらされたかについて調査するというこの任務は受諾できない。我々の理解

では、犯罪が行なわれたか否か、その結果犯罪捜査が行なわれるべきか否かに

ついては警察が調査すべき問題である」と伝えた。 

これを受けて、Ｄのスウェーデンの代理人は、ＢＵＰに接触した際の供述［脚

注 11］を我々に知らせた。3 月 28 日に、ＢＵＰはスウェーデンの代理人に、

「[我々は]上記に名を記した子らが心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の兆

候を見せているか否かを調査し、もしその可能性があれば、隠れた原因を説明

する任を引き受ける。調査は我々の運営地区内にあるオープンケア児童精神科

クリニックにて行なわれる」と伝えた。この書状では、提案された判定の性質

に関する追加情報は提供されなかった。さらに、この判定は性的虐待があった

か否かの判定ではなく、むしろ子らがＰＴＳＤになったか否かという別の問題

を判定するものだった。この書状は、ＢＵＰは性的虐待の判定を行なわないと
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したスウェーデンの裁判所へのＢＵＰの 3 月 12 日の陳述を否定するものでは

なかった。 

Ｄのスウェーデンの代理人は、裁判所によって監督される判定に代わるものと

して、児童精神科医と Uppsala 大学の心理学教授によって行なわれる民間の判

定を示唆した。彼らからの書状には、「Hasselby Nya Gard」における、最も

早くて 4 月末から始まる判定の実施に合意したと、記されている。書状には、

「対象となる疑問」は「二人の少女がトラウマになったか。どのような傷や不

全が起こったか」である、と記してある。ここでもまた、提案された判定は、

性的虐待があったかどうかの判定ではなく、むしろ子らがトラウマになったか

否かの判定であった。提案された判定や従うべき手順の専門知識についての情

報は提供されていない。裁判所が監督する判定についても情報はない。どちら

の書状がスウェーデンの裁判所に提出されたかについての証拠もない。 

II.  

当控訴裁判所は、地方裁判所のハーグ条約の解釈を一から見直す（Whallon v. 

Lynn, 230 F.3d 450頁, 454頁 (1st Cir. 2000)）。当控訴裁判所は地方裁判所の明

らかな誤り（同書）のため事実認定を見直し、一から事実に対する条約の適用

を見直す（Blondin v. Dubois, 238 F.3d 153 頁, 158 頁(2d Cir. 2001); Feder v. 

Evans- Feder, 63 F.3d 217頁, 222頁 n.9 (3d Cir. 1995)）。 

ハーグ条約の下では、常居所である彼らの国から不当に連れ去られた子らは、

奪取者が条約によって認められる抗弁の一つを証明できなければ、返還させら

れなければならない。（ハーグ条約の条項 12-13, T.I.A.S. No. 11,670,7-8 頁。

Von Kennel Gaudin v. Remis, No. 01-15096, 2002 WL 372844, *2 (9th Cir. Mar. 11, 

2002)も参照のこと）。すべての当事者は、スウェーデンがハーグ条約の目的

にかなう常居所であり、Ｍが条約の意義の範囲内で不当に子らをスウェーデン

から連れ去ったということに合意している。（ハーグ条約の条項 3, T.I.A.S. No. 

11,670, 4-5頁(不当な移動を定義する)を参照のこと）。 

Ｍは地方裁判所の前で 3 つの抗弁を行使した。1）「返還が子（ら）を身体的

若しくは精神的な危害にさらし、または子（ら）を耐え難い状況に置くような

重大な危険がある」（同書 art. 13(b), T.I.A.S. No. 11,670, 8 頁）。2）返還が

「人権と基本的自由の保護に関して要求される状態の基本的原則」に反するだ

ろう」（同書 art. 20, T.I.A.S. No. 11,670, 9 頁）。3）子らは返還に反対し、

「（彼らの）意見を考慮に入れるにふさわしい年齢および成熟度に達している」
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（同書 art. 13, T.I.A.S. No. 11,670, 8頁）。地方裁判所は、Ｍが 3つのすべての

抗弁の責任を満たせなかったし、Ｍは当裁判所の前において後の二つの抗弁を

追求するはなかった、と考えた。当控訴裁判所は上告を 13 条 1 項（b）の重大

な危険の抗弁について判断する。 

ハーグ条約を実行する米国の法律の下では、13 条 1 項（b）の例外事由に基づ

いて返還に反対する当事者は、明白かつ確信を持つに足る証拠によってその例

外事由を立証する責任を負う（42 U.S.C. s. 11603(e)(2)(A) (1994)）。地方裁判所

は、我々が受け入れる基準である、証拠の優越によって、補助的事実が証明さ

れなければならないと考えた（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 314頁）。 

条約は不正に連れ去られた子の返還を優先するという確固たる前提を定めてい

る（Whallon, 230 F.3d 460頁、Turner v. Frowein, 752 A.2d 955頁, 970頁(Conn. 

2000)も参照のこと）（「ハーグ条約は一般に、奪取前の現状を回復し、より

共感的な法廷を求めて国境を超えることを両親に許さない手段として母国への

返還を優先する」）。この功利主義的返還という一般規則への例外事由は、13

条 1 項（b）を含め狭く解釈されるべきである。（ハーグ国際私法会議事務局、

1980年 10月 25日ハーグ条約の国際的な子の奪取の民事上の側面に関する運用

実態の見直しのための第四回特別会議の結論と勧告  s. 4.3 (2001), 

http://www.hcch.net/e/ conventions/reports28e.html にて閲覧可能。E. ペレス・

ベラ条約注釈書、¶ 34, 434頁 in 3、ハーグ国際私法会議第十四回会期（1982年）

の 法 律 と 書 類 （ 翻 訳 、 事 務 局 ） 、 http://www.hcch.net/e/conventions/ 

menu28e.htmlにて入手可能 [以下、ペレス・ベラ条約注釈書]を参照のこと）。 

13 条 1 項（b）の抗弁は、「子の最善の利益のために訴訟を起こす（あるいは

再び訴訟を起こす）道具として」用いることはできない。（国際的な子の奪取

に関するハーグ条約：51 Fed. Reg. 10,494頁, 10,510頁(Dep't of State Mar. 26, 

1986)の条文および法的分析；Whallon, 230 F.3d 460頁. Under Article 13(b)も参

照のこと。「重大な」は深刻なリスク以上の意味を表す）。 

国際的な子の奪取に関するハーグ条約：51 Fed. Reg. 10,510 頁の条文と法的分

析も参照のこと。13 条 1 項（b）の例外事由の条件が満たされた場合でも、ハ

ーグ条約は裁判所にその子を常居所地国へ返還する裁量権を与える。ハーグ会

議 13と 18条、T.I.A.S. No. 11,670, 8-9頁；Walsh v. Walsh, 221 F.3d 204頁, 221

頁 n.17 (1st Cir. 2000)；Friedrich v. Friedrich, 78 F.3d 1060頁, 1067頁 (6th Cir. 

1996)；国際的な子の奪取に関するハーグ条約：条文と法的分析、51 Fed. Reg. 

10,509頁。 
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ここで地方裁判所は次のように結論した。性的虐待が起こったかどうか、そし

て被害の重大な危険が返還を不可能にするかどうかについて調査を行なうため

に性的虐待の独立した完全な判定を当裁判所は必要とする（Danaipour, 183 F. 

Supp. 2d 317 頁）。しかし地方裁判所は、特定の条件が満たされる限り、スウ

ェーデンにおいて子らを重大な危険にさらすことなしにその決定が行なわれる

と考え、自身がその判定を命じることをしなかった（同書 313 頁, 323 頁, 327-

28 頁）。性的虐待が起こったかどうかについての最終問題を保留するという地

方裁判所の決定は、2001 年 11 月 1 日の日程審理における以下の陳述によって

最もよく証拠だてられる： 

当職は当裁判で児童虐待の容疑が明白かつ確信を持つに足る証拠によって証明

されるか否かを決定することを必ずしも求められていない。当職が求められて

いるのは、スウェーデン当局がこれらの問題を判断できるように子らをスウェ

ーデンに返還するための実現可能な条件があるかどうかを判断することである。 

地方裁判所は、判定が当地と同様にスウェーデンでも可能であると結論した

（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 313頁, 327頁）。この結論で暗示されたのは、子

らが性的に虐待されていたとしても、彼らは返還され、彼らを守る義務はスウ

ェーデン当局が担うだろうという決定である。当控訴裁判所は、地方裁判所が

性的虐待の嫌疑について調査を行なうことを正当に拒否できる状況では決して

なかった、すなわちそのような調査を常居所地国の裁判所に任せることが正当

にできる状況では決してなかったということについて判断することはしない。

当控訴裁判所はただ、地方裁判所がハーグ条約の条件に違反したという事実お

よび本件に適用できる法律だけに焦点をあてる。 

第一に、当控訴裁判所は重大な危険の分析が実施されなければならない背景か

ら始めることにする。当控訴裁判所にとって大きな重要性を持つのは、主張さ

れる危険の種類、つまり若年者に対する性的虐待に関するハーグ条約を実行す

る我が国の政策である。国務省によって明確にされたこの政策は、性的虐待を

耐え難い状況とみなすというものである。国際的な子の奪取に関するハーグ条

約： 

51 Fed. Reg. 10,494頁, 10,510頁の条文と法的分析。地方裁判所は重大な危険の

分析およびアンダーテイキングの使用に関して決定を行う際にこのことを十分

に配慮することを怠った。どのような種類の行動および心理的証拠が性的虐待

から起こる重大な危険を示すために必要とされるかについての地方裁判所の一

部の陳述は米国の政策と合致しない。 
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第二に、条約は「重大な危険」を決定する責任を受け入れ国の裁判所に課して

いる。その責任には、子の返還への抗弁として主張される危険の性質および程

度を決定するために必要な補助的事実の調査結果を提示する義務が含まれる。

条約は、常居所地国の裁判所に、重大な危険の疑問に答える管轄権を与えてい

ない。裁判所の管轄権はその国の法律によって決定される。本件の状況におい

て、まず最初に子らが性的に虐待されたかどうかを決定することなく子らが返

還され得るという地方裁判所の暗黙の決定は、親による性的虐待は耐え難い状

況であり、子を重大な危険にさらすと主張するハーグ条約についての米国の政

策と合致しない。本件で提供された性的虐待の重大な証拠により、当控訴裁判

所は、地方裁判所が性的虐待を解決した後になって初めて、子らが常居所地国

に安全に返還され得るかどうかという次の問題に知的に取り組むことになるも

のと考える。重大な危険の判定の根本にある核心的事実の調査を常居所地国の

裁判所に委ねることが正しい場合がある事案が決してないと主張するものでは

ない。しかし、当事案はそうではない。これまで提供された性的虐待の証拠が

あまりにも深刻であり、もし子らが実際に性的虐待されていたとするなら、彼

らを返還してしまうと彼らを安全に守るという問題が手に負えないほど大きく

なるという事案なのである。地方裁判所は、条約が裁判所に性的虐待の問題を

決定することを求めないと判断する上で誤りを犯した、と当控訴裁判所は考え

る。 

第三に、地方裁判所が、法医学的な性的虐待の判定をスウェーデンの裁判所の

監督下で行なうことができ、また通常行なわれるだろうと判断する点において

過ちを犯したことが後の出来事によって明らかになった。この点については次

のセクションでより包括的に論じる。しかしながら、スウェーデンの出来事と

は別に、当控訴裁判所は地方裁判所の分析方法に二つの理由で不同意である。

まず第一に問題になるのは、精神的判定を行なうスウェーデンの手順が適切か

否かだけでなく、子への性的虐待の判定の有効性を無効にするような、返還が

与える影響についてである。地方裁判所は最初の疑問について主に着目した。

ハーグ条約の下での問題は、返還がこれら特定の子らに与える影響であり、そ

の結果、この子らが置かれる環境において法医学的判定が可能であるか否かと

いう点にも適切に目を向けるべきであった。 

次に、このような環境における性的虐待の判定は、重大な危険の分析を行なう

裁判所、すなわち米国の裁判所の監督の下に行なわれるだろう。父親が求めた

ように、もし常居所地国で判定を行なうべきだという要請があったならば、そ

れは本質的にアンダーテイキングの範疇に入るものと当控訴裁判所は考える。 
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そのように、アンダーテイキングを申し立てる者は、同様の判定がスウェーデ

ンでも執行可能であることを示す責任を負った。しかし、地方裁判所は、Ｍに、

スウェーデンで判定を行なうことができない重大な危険を示すよう要求した。

これは証拠責任の割り振りにおける過誤であった。本件の進展から見て、当控

訴裁判所は父親がこの責任を満たしたか否かを判断する必要はない。当控訴裁

判所は地方裁判所に、重大な危険を証明するプロセスを害しないように慎重に

ならなければならないと強く忠告する。 

第四に、地方裁判所による条件の使用は、本質的に外国の裁判所に要件を課す

ことになり、同裁判所の権限を超えることになった。これは誤りである。地方

裁判所はまた、その命令が外国の裁判所によって執行可能であり、執行される

だろうという誤った前提を立てた。 

Ａ．危害の重大な危険としての性的虐待 

13 条 1 項（b）の例外事由は狭いものであり、かつ裁判所によって狭く解釈さ

れるべきものである。しかし本件での地方裁判の陳述の一部は、性的虐待を成

立させる行為の種類および、子の性的虐待と重大な危険の関係について、あま

りに制限された見解を持つものと証明される。条約に関する米国政府とマサチ

ューセッツ州の両方の政策は、性的虐待の信頼できる証拠が存在し、とりわけ

子が非常に幼く、嫌疑が親による虐待を含む場合には、子の保護により重点を

置く。この政策が重大な危険の分析を判断する。 

ハーグ条約に関する米国務省の指針は、親による性的虐待は非返還を正当化す

る 13 条 1 項（b）の抗弁の一例であると記している（国際的な子の奪取に関す

るハーグ条約：51 Fed. Reg. 10, 510頁の条文と法的分析）。実際、それは国務

省が提示した唯一の例である。国務省の法的分析では以下のように記される：  

「耐え難い状況」の一例は、監護権を持つ親がその子を性的に虐待することで

ある。もし他方の親が、その子をさらなる被害から守るために移動または留置

し、虐待する親がその後ハーグ条約の下でその子の返還を要請する場合、裁判

所はその申立を拒否することができる。そのような措置により、子が「耐え難

い状況」へ返還されたり、精神的な危害の重大な危険にさらされたりすること

から子を守ることになるだろう（同書）。 

従って、米国の政策は、性的虐待を子の返還に対する 13 条 1 項（b）の二重の

抗弁、すなわち耐え難い状況と重大な危険であると見なす。ハーグ条約への国
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務省のこの解釈は、大きな重みを与えられる（Blondin, 238 F.3d 162頁 n.10を

参照のこと）。 

この点に関する同判決は全体的に見て明確ではないが、地方裁判所は性的虐待

の要素として身体的暴力に過度に重きを置いているように見える。「C.D が身

体的に性的虐待を受けたということは信頼できる証拠によって証明されていな

い」（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 321頁） (強調は筆者)とみなし、また「レイ

プされた娘を虐待した親に返還することはそれ自体耐え難い状況と合理的にみ

なし得るが、本件はその事案にあたらない」（同書 325-26頁）とみている。 

レイプ以外の性的虐待も 13 条 1 項（b）の下での耐え難い状況や重大な危険を

生む可能性がある。とりわけ、そのような虐待が親の手によって行なわれた場

合には、そうである。法定助言人としてマサチューセッツ州は、地方裁判所の

文言に照らすと、挿入が子に大きな危害の危険をおよぼす性的虐待の調査結果

への単純な必須条件とはならないと明確にすべきだであると当控訴裁判所に要

請を行なった。当控訴裁判所はこれに同意する。マサチューセッツ州は、虐待

者が親である場合にはこのことがとりわけ当てはまると述べる。親の性的虐待

に含まれる信頼への侵害によって、「親による挿入を伴わない性的虐待はしば

しば大きなトラウマをもたらす」と述べた。マサチューセッツ州はまた、州独

自の政策として、子に性的な接触を強要する行為は犯罪的な性暴力として処罰

されると記している。地方裁判所は明らかにこの種の虐待の重要性に関して異

なる基準を適用した。例えば、地方裁判所はその見解の中で、下の子は「ある

時に[自分の父親の]ペニスに触ったかもしれない」と陳述した（同書 317 頁）。

しかし、Luxenberg 博士に対する子の陳述では、彼女が父親のペニスを「絞っ

た」そして「それはとても固かった」と述べ、それははるかに深刻な出来事で

あったことは確かである。地方裁判所は Luxenberg 博士の証言を信頼できると

考えた（同書 322 頁）。さらに、地方裁判所が述べているように（同書 317

頁）、これは一回だけしか起こらなかったという証拠はなく、またそれが二回

以上起こったという証拠もなかった。 

地方裁判所の「レイプ」に関する文言にも不正確な基準が反映されている。他

の種類の性的虐待ではなく膣への挿入が、自動的に重大な危険や耐え難い状況

として認められるという基準を適用するのは不適切である。適切な焦点は、そ

の子に与える影響および、子が返還されるとさらされるだろう「身体的若しく

は精神的な危害の重大な危険、または他の耐え難い状況」が存在するか否かに

向けられる。この結論は、「重大な危険」を論じる際に、性的虐待をレイプす

なわち強制的な性交渉に限定しないという国務省の指針によって裏付けられる



17 

（国際的な子の奪取に関するハーグ条約：51 Fed. Reg. 10,510 頁の条文と法的

分析を参照のこと）。 

さらに、地方裁判所の見解では、どちらの子もＰＴＳＤになっていないという

調査結果に大きな力点を置いており（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 313頁, 321-22

頁, 325頁）、これが当裁判での専門家証言の大きな主題だった。子が常居所地

国へ返還された場合ＰＴＳＤになったり、悪化したりするだろうという調査結

果は 13 条 1 項（b）の下での重大な危険という調査結果を裏付ける証拠となり

得たであろう（例えば、Blondin, 238 F.3d 163 頁を参照のこと）。虐待が起こ

った土地へ返還することによって起こる危害の危険は、全体的な重大な危険の

分析の中において、その名称はどうであれ、地方裁判所が正しく考慮すること

のできる要素である。 

子が現在性的虐待の深刻な心理的影響を経験していないという調査結果は必ず

しも解決への手がかりとはならない。例えば、性的に虐待された子らはしばし

ば幼児と同じように正常に行動するが、やがて思春期になると重大な心理的機

能低下を経験するという重要な証言も存在する。［脚注 12］要するに、ＰＴＳ

Ｄの診察基準は子の心理を考慮して開発されたものではなかった。主要な「精

神疾患の分類と診断の手引」(「DSM-IV」)の最新版でＰＴＳＤの診断基準を

定義する委員会に参加した Van der Kolk博士は、「[幼い子]が人生環境によっ

て深刻な危害を受けるか否かを決定する上で、[ＰＴＳＤの診断が]最も重要な

ものではないと裁判所に警告する」必要性を感じていた。彼はまた、自分は下

の子のＰＴＳＤを診断しただけであるが、スウェーデンへ返還することは両方

の娘にとって危害になるだろうと証言した。この種の証拠は、性的虐待が疑わ

れる裁判において重要な危険を判断することに直接関係する。 

Ｂ．性的虐待・重大な危険の判断をスウェーデンの裁判所へ 委託すること 

Ｍは、重大な危険に対する自分の主張の基礎となる性的虐待の問題を判断しな

いことによって、地方裁判所はハーグ条約の義務を「放棄した」と主張した。

Ｍはまた、子らの不法な連れ去りの前にスウェーデンで子らが正しく判定して

もらえなかった唯一の理由はＤがその判定の許可を彼女に与えず、協力しなか

ったからであると主張した。Ｄは、スウェーデンの調査を自分が邪魔したとい

うことを否定したが、裁判記録はこの点についてＭの主張を支持する。 

条約の文章の下で、13 条 1 項（b）の抗弁に直面した米国の裁判所が考慮すべ

き疑問は、「その[子]の返還によって子が身体的若しくは精神的な危害を受け、
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または他の耐え難い状況に置かれることになる重大な危険がある」か否かとい

う点である（ハーグ条約、art. 13(b), T.I.A.S. No. 11,670, 8頁）。「奪取された

行き先国の裁判所が、奪取の申立の本案を判断する管轄権を持つが、その根底

にある監護権の争いの本案については判断しない」ことは明らかである

（Friedrich, 78 F.3d 1063頁; 42 U.S.C. 11601(b)(4) (1994); ハーグ条約 art. 19, 

T.I.A.S. No. 11,670, 9頁も参照のこと）。条約は、子が連れ去られた先の国に重

大な危険を決定する責任を割当てる。受け入れ国である米国の裁判所が重大な

危険の問題を解決することは、常居所地国の権限の低下をもたらさない。むし

ろ、条約の下およびその国内担保法の下においては、そうすることが彼らの責

務となる。一般的に言えば、 一方の当事者が、もしそれが真実なら 13 条 1 項

（b）の例外事由の適用を正当化するような重大な申立を行なう場合、裁判所

は必要な従前調査を行なうべきである（Cf. Whallon, 230 F.3d 460 頁(1st Cir. 

2000)（父親は言葉により娘を虐待しておらず、母親の虐待がもたらす精神的

な危害は本件では 13(b)が要求する程度には達しなかったという地方裁判所の

調査結果を支持する。）） 

地方裁判所の判断の中に暗黙に存在するのは、Ｍが要求した判定において例え

性的虐待があったという調査結果が出たとしても、Ｍは返還による重大な危険

を示す責任を果たすことができないだろうという判断である。「このような環

境において、［子のどちらか一方］が裁判所が命じる条件で返還されたなら、

身体的または精神的な危害の重大な危険にさらされ、または他の耐え難い状況

に置かれるだろうという明白かつ確信を持つに足る証拠をＭは示さなかった」

［脚注 13］（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 325頁(強調は筆者)）と地方裁判所は

みなした。地方裁判所は、Ｄが性的に子を虐待したか否かの判断を行なわず、

信頼できる調査を行なうために裁判所が必要と考えた証拠を得るための行動も

起こさなかった。 

地方裁判所のやり方にはいくつか過誤が存在したと当控訴裁判所は考える。性

的虐待が引き起こす重大な危険が明らかにされたなら、子を返還するか否かを

判断すべきであることがひとつ。別の言い方をすれば、地方裁判所が行なった

ように、かつて性的虐待があったという信頼できる証拠があるにもかかわらず、

性的虐待があったかどうかを確認する前に子を返還可能であると主張したこと。

第二に、裁判所の命令はそれ自体不適切な前提に基づいていること。以下に論

じるが、これらの条件の多くを強制することは過誤である。同様に、スウェー

デンの裁判所が法医学的判定を行なうだろうという裁判所の推測も誤りである。

「子のどちらかが何らかの形で性的虐待を受けたか否かを医学的に信頼できる

方法で判断するために必要だと」（同書 317 頁）裁判所がみなした法医学判定
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を命ずることを裁判所が行なわなかったのは、これらの過誤に基づいたためで

ある。裁判所は、重要問題について決断するために必要だとみなした情報自体

の収集を行なわなかった。この場合、裁判官はその根底にある問題、性的虐待

は起こったのか否かについて判断を下すべきだった。［脚注 14］ 

ここで地方裁判所が用いた方法は、重大な危険について国務省の分析で示され

たようなハーグ条約および米国の政策とは合致しないやり方で審理を短くする

ことだった（子の奪取に関するハーグ国際条約：条文と法的分析 51 Fed. Reg. 

10,510 頁）。裁判官は性的虐待が起こったかどうかを決定するために可能な行

動を取るべきだった。裁判官がそのような調査を行なった場合にだけ、虐待者

がまだ住んでおり、地方裁判所が当該子の安全に関して将来の判断結果を保証

できない場所である虐待の地へ子らを返還することが可能か否かについて正し

い質問を行なうことができたのである。同様に、もしＤの嫌疑が判定によって

晴らされたなら、あるいは結果が不確定となった場合にさえ、その判定結果は、

少女らが返還された場合に直面するであろう危険（もしあれば）の程度を判断

する関連情報となったことだろう。 

Ｃ.法医学判定の場所 

地方裁判所は、性的虐待が起こったか否かの追加調査の必要性を受け入れた

（Danaipour, 183 F. Supp. 2d. 313頁）。ＧＡＬも「子らを守るためには（中略）

判定が必要だ」とみなした。その後で、地方裁判所は、そのような判定はスウ

ェーデンで正しく行なうことが可能であると結論を下した（同書 327 頁）。当

控訴裁判所は現在、法医学的な性的虐待の判定がスウェーデンで行なわれるだ

ろうと地方裁判所が結論を出したことは誤りだったと理解している。［脚注 15］

これについては次のセクションで論じる。 

当控訴裁判所はまた、地方裁判所がこの問題にどう取り組んだかについて懸念

を持っている。地方裁判所の審理の焦点は、法医学的な性的虐待の判定を実行

するスウェーデンの手順の適確さに置かれた。もしこれらの手順が適確でなか

った場合には、もちろんそれは重要な問題であったろう。しかし手順の適切さ

にもかかわらず、虐待が発生したか否かを決定する責任を負う人間たちに子ら

が話をしない可能性が増大することによって、返還が子らに与える影響が判定

の有効性を損ねてしまうのではないか、という非常に重要な疑問はまだ残され

たままだ。 
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証言から例をあげる。法廷に提出された書面での報告書の中で、Jenny 博士は、

子らは「追加判定のために米国内にとどまることを許されるべきだ。子らをス

ウェーデンに返還することは（中略）少女らへの効果的な判定の可能性を大き

く減少させ、彼女らの安全を危険にさらすだろう」と結論づけた。Jenny 博士

は供述書の中で、次のように証言した： 

［判定が行なわれるまでに 4 カ月から 6 カ月］遅れてしまうことによって、か

つ信頼できる治療的関係と想定される関係が途切れることによって、そしてそ

のプロセスの間に［子らが］地理的にも身体的にも以前のトラウマ源に回帰し

てしまうかもしれないことによって、正確で信頼の置ける性的虐待の判定は起

こらず、これらの子らへの調査的および（または）治療的利益がすべて危険に

さらされるという可能性が高まる。返還時に彼女らと父親とのあらゆる接触が

管理されることになったとしても、それは事実であろう。 

法廷で、Jenny 博士はスウェーデンでの判定が可能であるか否かについて意見

を求められた。［脚注 16］しかし裁判所は、Ｄの異議を支持して、Jenny 博士

が持つ「特にスウェーデンの状況についての知識」に関して、彼女の見解は根

拠を欠くと述べた。Ｍの代理人は裁判所に対して、彼女の証言はスウェーデン

の状況についてではなく、スウェーデンへ返還された場合に子らの意思開示の

可能性についての見解であると説得しようとした。それから裁判所は、提案さ

れたアンダーテイキングによってスウェーデンで正当な判定を行なうことが可

能かどうかと尋ねた。Jenny 博士はこう答えた。スウェーデンへの返還は、

「子らを怯ませ、彼女らは自らの意思開示が（中略）混乱につながるのだとい

うメッセージを受け取るだろう。そして（中略）虐待が起こったかもしれない

環境に置かれることは、自分らに何が起こったかを伝える彼女らの知覚および

能力に確実に影響を与えるだろう」。［脚注 17］ 

対照的に、Ｄの専門家である Munson 博士は、そのような判定は通常子の母国

で行なわれるとだけ証言した。［脚注 18］彼は、次のように証言した。その地

で判定を行なうことの利益はいくつかある。例えば、「制度に馴染みがあるこ

と、地域や地区、どんな種類のサービスが利用できるかなど、すべて面で馴染

んでいること、また虐待された人間の文化的側面において、さらには虐待した

人間の文化的側面において」である。しかしこの証言は一般的に行なわれるこ

とだけについて述べている。この特定の子らのための合理的な選択がどのよう

なものであるべきかについては述べていない。さらに、もしこの子らがスウェ

ーデンに返還されたなら、どのような虐待についても話す可能性は大きく低下
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するだろうと証言した多くの専門家の証言には具体的に反論しなかった。従っ

て、上訴人の専門家はこのきわめて重要な点について反証を受けていない。 

次に、地方裁判所は証明責任を不正に割当てた。判定をスウェーデンで行なう

べきだという父親の主張は本来は彼がそれについて責任を負うべきアンダーテ

イキングの提案だった。地方裁判所が正しく証拠への責任を割当てていたなら

地方裁判所がどのような結論を下したかは当控訴裁判所にはわからない。本件

の現在の配置において、父親が自らの責任を満たしたかどうかについて我々が

判断する必要はない。当控訴裁判所は次のセクションでさらに詳しくアンダー

テイキングについて論じる。  

Ｄ．アンダーテイキング 

子らが安全に返還され、スウェーデンで正当な法医学判定が行なえるという地

方裁判所の事実認定は、自分らが執行可能なアンダーテイキングを課すことが

できる、より明確に言えば、スウェーデンの裁判所によって別段の指示がない

限り父親は下の娘にいかなる接触も行なわないという要件、また適切な法医学

的判定がスウェーデンで実施されるという要件を課すことが出来るという前提

に大きく依拠したものである（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 327頁）。裁判所は

以下のように陳述した。「Ｍは、裁判所にＤの申立を棄却することを認めさせ

るような、命じられた条件による子らのスウェーデンへの返還が彼らに精神的

な危害を及ぼす重大な危険を生む（中略）ということを明白かつ確信を持つに

足る証拠によって証明［しなかった］」（同書 313 頁（強調は筆者による））。

そしてさらに「［子らは］特定の条件に基づいて、身体的若しくは精神的な危

害又は他の耐え難い状態に置かれる重大な危険にさらされることなくスウェー

デンに返還されることができる」（同書 327 頁（強調は筆者による）と陳述し

た。 

アンダーテイキングという概念は条約にもいかなる国の国内担保法にも基づい

ていない。（P.R. Beaumont & P.E. McEleavyの国際的な子の奪取に関するハー

グ条約の 156-59頁 & n.183 (1999)を参照のこと）。これはむしろ英国家族法で

発達した法的構成概念である（同書）。 

当裁判所は以前に、ハーグ条約 13(b)事案におけるアンダーテイキングの有用

性について以下のように説明した： 
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アンダーテイキングの受容とアンダーテイキングの執行への十分な保証によっ

て、時には危害の重大な危険の可能性を十分に低下させることが可能である。

必ず「重大な危険」の例外事由はとりわけ子がどこへ、そしてどのように返還

されるべきかを検討する。アンダーテイキングを利用することよって、裁判所

は、子の安全を守るために常居所地国での家族配置の選択と法的安全策の判定

を行なうことができる。他方で、その国の裁判所は彼らの管轄権の物理的境界

内で子の監護権を決定する権利を持つ（Walsh, 221 F.3d 219 頁（脚注は省略

済）、Feder, 63 F.3d 226頁も参照のこと（裁判所はしばしば返還された場合に

子が「短期の危害」を被らないことを保証するためにアンダーテイキングを使

用すると記している））。 

アンダーテイキングは、条約が違法に連れ去られた子の安全で速やかな返還を

強固に前提するのに合わせ、裁判所が用いる重要な道具となり得る。 

同時に、13 条 1 項（b）の抗弁を回避するために裁判所がアンダーテイキング

を用いる能力に対する限界も存在する。申立に応じる裁判所は、自身の権限の

限界を認識しなければならず、アンダーテイキングが子を保護することを満た

せるか否かを判断するためには、該当する子の具体的な状況に焦点を当てなけ

ればならない。 

我々が重視する、アンダーテイキングに対する国務省の見解は、その範囲は限

定されるべきだというものである。アンダーテイキングへの国務省の見解は、

英国のアンダーテイキングを一貫して施行しない米国の裁判所に懸念を持つ英

国に応えた書面の中で、以下のように英国政府に表明された： 

アンダーテイキングはその範囲を限定すべきであり、常居所の管轄権が監護権

の論争を解決できるように、アンダーテイキングによって子の迅速な返還を保

証するという条約の目的を常居所の管轄権の方へ歩み寄らせるべきである。そ

れ以上のことを行なうためのアンダーテイキング、とりわけ非常に詳細に監護

権や面会権や扶養費などの問題を取り扱うものは、条約の下では疑わしくみえ

る。 

米国務省領事担当法律顧問補の Catherine W. Brown から、英国子奪取ユニッ

ト の 大 法 官 部 の Michael Nicholls 宛 て の 書 状 (Aug. 10, 1995) 

http://www.hiltonhouse.com/articles/ Undertaking_Rpt.txt にて閲覧可能。［以下、

「アンダーテイキングに関する国務省コメント」］ 
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相互に関係する二つの基本的問題が存在する。1）国際礼譲。2）奪取した親が

子を虐待から守っていると主張する場合のアンダーテイキングの妥当性である。 

1．国際礼譲 

アンダーテイキングの可能性を考慮する場合、米国の裁判所は別々の国の裁判

所間の条約の下での礼譲の必要性に敏感になるべきである。米国務省は上記に

引用した書状に添付した法的覚書の中で以下のように説明した： 

アンダーテイキングは、以前の状態を回復することを主に目指して作られる場

合、または、連れ去られた親と奪取した親の両者に相互義務を課す場合に、条

約と最も整合性があるように思われる。子の返還を促進し、両方の親に相互義

務を課し、かつ適切な管轄権をもつ裁判所による法的措置を明確に終了するた

めにアンダーテイキングを作成する[いくつかの]裁判所の取り組みは完全に適

切なものに思える（同書）（添付した法的覚書）。 

国務省は書状の中で、適切なアンダーテイキングの例を列挙した。奪取した親

が子と共に常居所地国へ帰る協定。返還のための航空費用の割当て。常居所地

国の裁判所が決定するまでの暫定的な監護権（アンダーテイキングに関する国

務省のコメント。上記を参照）。アンダーテイキングの代替策として、国務省

は、返還命令を出す前に、連れ去られた親の要請を受けて常居所地国の裁判所

が出す、セーフ・ハーバー・オーダーを提案した。このような取り組みによっ

て、外国の裁判所に実施命令を出す米国裁判所の不作法さや、外国の裁判所が

その命令に従わない可能性（本件ではその両方が起こった）が避けられるだろ

う。  

国際社会ではアンダーテイキングの使用について論争がある。ハーグ条約の運

用を研究する特別委員会はアンダーテイキングとセーフ・ハーバー・オーダー

に関して、次のように語った。 

一方で、アンダーテイキングは、両当事者が合意し、判事の求めに応じて提出

される単なる提案に見える。それらは限定された期間の間だけ子を守ることに

限定され、子がなるべく早く返還されることを可能にし、礼譲に基づく条約の

下において有効であると国家に要求することによって執行されるべきだ。他方

で（中略）アンダーテイキングはあまりにも広範に使われ過ぎ、奪取した親が

奪取から大きな利益を得ることを可能にしている。さらに、もしそのようなア

ンダーテイキングが両当事者間の単なる合意であるなら、それを要求する国の
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裁判官の前で結び、より執行しやすいセーフ・ハーバー・オーダーに組み込む

ことが可能になる。一部の人の主張によれば、返還命令に含まれたアンダーテ

イキングは、外国の判断を承認するために通常必要とされる追加の手続きがな

ければそのままの形では常居所地国で執行できない。 

ハーグ国際私法会議事務局、ハーグ条約の国際的な子の奪取の民事上の側面に

関する運用実態の見直しのための第三回特別会議の報告書。¶ 64 (1997),  

http://www.hcch.net/e/ conventions/reports28e.html）にて閲覧可能。このことは、

アンダーテイキングは制限されるべきであって、それ自身は外国の裁判所を法

的に縛ることはないということを示している。 

地方裁判所が本件で行なったように、外国の裁判所が命令を出すことを条件に

した返還命令は、礼譲についての深刻な懸念を生む。国務省は、たぶんそのよ

うな慣行は外国裁判所に対する強制となりやすいという理由で、「要求する国

の裁判所から命令を獲得することを条件とする返還命令の発行は支持しない」

と陳述している。（アンダーテイキングに関する国務省のコメント。上記を参

照。添付された法的覚書; ペレス・ベラ条約注釈書も参照のこと。上記を参照。

¶ 120 (「子の返還は［常居所地国の裁判所が］出す決定やその他の裁定を条件

に行なうことはできない」) 

返還条件を超えるアンダーテイキングまたはセーフ・ハーバー・オーダーが母

国で執行可能かどうかについても重大な懸念がある。例を挙げると、少なくと

もマサチューセッツ州の一つの裁判所は外国の裁判所から出されたアンダーテ

イキングを執行することを拒否した。例えば Roberts v. Roberts, No. 95-12029-

RGS, 1998 U.S. Dist. LEXIS 4089 (D. Mass. Feb. 27, 1998)を参照のこと。(英国の

裁判所によって出されたアンダーテイキングを執行することをマサチューセッ

ツ州裁判所が拒否したことについて論じている), adopted by No. 95-12029-RGS, 

1998 U.S. Dist. LEXIS 4087 (D. Mass. Mar. 17, 1998)。さらには、侮辱罪や差し

止め権限を持たない裁判所が存在する国においては、その有用性はいささか疑

問である。Beaumont & McEleavy を参照のこと。上記を参照 166-70 頁。Cf. 

Blondin, 238 F.3d 160頁(フランスの法律専門家から、フランスの裁判所は公共

政策に反しない場合にはアンダーテイキングを執行するだろうという証言を聴

いた); Panazatou v. Panazatos, No. 960713571S, 1997 WL 614519, *3 (Conn. Super. 

Ct. Sept. 24, 1997。 (アンダーテイキングがギリシャで尊重されるか否かについ

て話し合うために、裁判所はギリシャの判事との電話会議を設定した)。 
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本件では、提案されたすべてのアンダーテイキングがスウェーデンで執行され

るわけではなく、米国が提案したミラー・オーダーが必ずしもスウェーデンの

裁判所によって発行されるわけでもなく、もしそのように発行された場合でも

必ずしも執行されるわけでもないという証拠が存在していた。Ｍのスウェーデ

ンの法律専門家は次のように証言した。 

一般的に言って、我々は［外国の管轄権で出された命令を執行することは］な

い。スウェーデンの裁判所はそれ自身の根拠、それ自身の証拠、それ自身の判

断を必要とするのだ（後略）。そして本件の最後の裁判所命令の中で、私の記

憶では、その裁判所は明確にこう陳述した。子らがスウェーデンに戻る時、裁

判所はそれまでに起こった事柄を待つだろう。その時、裁判所は再び裁判権を

握ることになる。  

（前略）もし両当事者が［判定］を行なうことに同意するなら、裁判所はその

ような判定を命じる可能性が高いが、しかしそれを保証するものではない。 

（前略）［しかし］あなたはいつでも裁判所に戻って来ることができるし、他

のことを要求することもできる。例えば、もう同意するのをやめたとか、それ

は子にとって有害だと思うとか…。暫定的な決定は常にひっくり返される可能

性がある（後略）。スウェーデンでは暫定的な地位には限りがない。だからあ

なたは裁判所の暫定的なそれぞれの決定に対して上告することができるのだ。 

その専門家はさらに、もし片方の親が判定から身を引くなら、裁判所はそれ以

降はその親に参加を命じる権限を持たなくなる、と述べた。Ｍは米国務省の報

告書を提出し、それにはスウェーデンの裁判所は面会命令への違反に対して侮

辱罪の命令を発する権限を持たないことを示した（国際的な子の奪取の民事上

の側面に関するハーグ条約に伴う遵守 (2001)に関する国務省の報告書を参照の

こと。http://travel.state.gov/2000_Hague_Compliance _Report.html にて閲覧可

能）。 

地方裁判所は、両当事者が「スウェーデンの裁判所に当裁判所が命じたすべて

の条件を課すミラー・オーダーを結ぶように要求することに合意した。また当

裁判所はスウェーデンの裁判所がそれに従うだろうと結論を下した」と記した

（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 321頁）。しかし、地方裁判所の命令は、上述し

た専門家の証言および以下の事実の両方から誤りだとわかる。米国地方裁判所

が命令を発行した翌日、Ｄは「スウェーデンの裁判所はミラー・オーダーの概

念に馴染みがない。外国の裁判所の決定は、もしそれが監護権の問題に関連し、

http://travel.state.gov/2000_Hague_Compliance%20_Report.html
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ノルディック諸国や［欧州の他の特定の］国々で行なわれたものなら、スウェ

ーデンで直接執行することができる」と記した申立をストックホルム地方裁判

所に提出した。スウェーデンの裁判所は、2月 14日の命令の中で、裁判所はそ

のような権限を持たないと陳述した（Danaipour v. McLarey, No. T 3165- 00 

(Stockholm City Court, Dept. 2, Div. 6, Feb. 14, 2002) (翻訳)）。 

事実、スウェーデンの裁判所は、地方裁判所の命令の主要な部分である、その

種の判定のために確立された手続きに基づいて実施される完全な法医学的性的

虐待の判定を命じる権限を欠いていた。そのような判定を現実に行なう仕組み

が存在しないようなのだ。その判定を実行する責任を課されたスウェーデンの

裁判所は、まず最初に裁判所は「この任務を受けることはできない」と陳述し、

この問題はスウェーデンの警察へ委託するべきであると提案した。［脚注 19］

同機関は現在、子らがＰＴＳＤになったか否かの判定を行なうことに同意して

いるが、それは米国地方裁判所の命令が想定したような定められた手順に基づ

いた性的虐待の判定とは異なるものである。同機関は、自分らは性的虐待の判

定を行なえないという立場を否定しなかった。 

Ｄの専門家が彼の最初の報告および証言において強調したように、精神科のグ

ループの中には性的虐待が起こったか否かを調査するための定められた手順が

存在する。児童青年精神科サービスが提案した判定は、我々の目的の中心課題

である性的虐待についての疑問を直接取り組むものではなく、その疑問を調査

するために作成された手順にも従っていないと思われる。さらに、ＰＴＳＤと

いう概念区分が 4 歳未満の子に有効であるか否かについては議論の余地があり、

裁判では性的虐待を受けた子らがもっと年長になるまでトラウマの兆候を見せ

ないことがしばしばあるという多くの証言があった。従って、法医学的な性的

虐待の判定をスウェーデンで行なうとする地方裁判所の命令が執行される可能

性は、たとえあったとしても低いと思われる。 

結局、地方裁判所はスウェーデンの裁判所が単純に命令をコピーして執行する

だろうという期待に基づき命令を出すことによって、条約の国際礼譲の概念に

背いたのである。地方裁判所はスウェーデンで法医学判定を行なわせるように

命じる権限を持っていなかった。すなわち監護権論争について法医学的判定の

影響を判定するようにスウェーデンの裁判所に命じる権限を持っていなかった

のだ。（Beaumont & McEleavyを参照のこと。上記を参照 161頁。 (「裁判所

が申立人からアンダーテイキングを引き出すことは比較的容易だと考えるかも

しれないが、他方でそのような命令が子の常居所地国で執行されるという保証

はないだろう」)。さらに言えば、スウェーデンの裁判所がそのアンダーテイ
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キングを執行するだろうという前提は法的に見ても事実から見ても過誤であっ

た。 

地方裁判所が子らを重大な危険から守るために必要だとみなしたこれらのアン

ダーテイキングは効力を持たず、そのため返還命令もこれらの理由を擁護する

ことができない。 

2．虐待の申立の状況下でのアンダーテイキング 

奪取した親が子を虐待から守ろうとする証拠がある時には、アンダーテイキン

グをより慎重に用いるべきだと指摘する当局もある。国務省は以下のように述

べている： 

しかしながら、もし返還を要求された州の裁判所が返還が子に身体的若しくは

精神的危害の「重大な危険」を与えるだろうという明確な証拠が提示された時、

裁判所が広範囲なアンダーテイキングを出すことは返還要求を否定することよ

りも不適切であろう。そのような状況で広範囲なアンダーテイキングを作成す

ることは、根底にある監護権の利益という問題に裁判所を巻きこむ可能性があ

り、13条 1項（b）の例外事由の効力を薄めることになるだろう。 

アンダーテイキングに関する国務省のコメント。上記を参照。添付された法的

覚書。裁判所は性的虐待に基づく 13 条 1 項（b）の抗弁に対応する際に広範囲

なアンダーテイキングを考慮する必要はないという結論を、条約に関する国務

省の指針も支持している。国務省は「もし被申立人の親がさらなる被害の発生

から子を守るために連れ去り、または留置する場合には（中略）裁判所は申立

を否定することもできる」と語る（国際的な子の奪取に関するハーグ条約：条

文と法的分析 51 Fed. Reg. 10,510頁）。この分析が示すのは、裁判所はそのよ

うな根拠だけに基づいて返還の申立を否定することが可能であり、必ずしもア

ンダーテイキングの改善を考慮する必要はないということである。アンダーテ

イキング覚書に関する国務省のコメントによると、アンダーテイキングの目的

が不正な連れ去り以前の両当事者の現状を維持するためである場合に、アンダ

ーテイキングは最も効果を発揮する。もちろんこれは、現状が虐待であった証

拠がある事案では目的にはなりえない。 

条約についての主な注釈者たちも、アンダーテイキングは次のような場合には

注意して適用すべきだと同意する。 
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稀であっても、アンダーテイキングを課すことは、13(1)(b)条について行なわ

れる主張に容易に従属しない。 

従って、もし 12 条か 13 条のうちの一つの例外事由が適用可能なら、裁判所は

アンダーテイキングの執行が保証できるのでない限り子を返還する権限を行使

すべきでない。（Beaumont & McEleavy、上記を参照。162頁, 165頁を参照の

こと） 

条約とその国内担保法に基づいて、米国の裁判所は、子が重大な危険のある状

況や耐え難い状況へと返還されないように保証する義務を持つ。（ペレス・ベ

ラ条約注釈書を参照のこと。上記を参照。¶ 29 (「常居所から連れ去られては

ならないという子の利益は（中略）身体的若しくは精神的危険または他の耐え

難い状況に置かれないという誰もが持つ一番の利益の前に譲歩する」)。重大

な申立が行なわれ、信頼できる脅威が存在する場合、裁判所は子を守ろうとす

る目的で執行不可能かもしれないアンダーテイキングを使用することについて

は特に慎重になるべきである。極めて限られた時間だけしか子を重大な危険か

ら守らないアンダーテイキングは 13 条 1 項（b）の申立を打ち負かすには不十

分である。（Walsh, 221 F.3d 218頁を参照のこと（「条約は、危険が『差し迫

っている』ことを求めない。ただ危険が重大であることだけを求める」）。  

そのような状況下でいかなる有効なアンダーテイキングを作成できるかの決定

は、本質的に事実に縛られる。 

（例えば、Turner v. Frowein, 752 A.2d 955頁 (Conn. 2000)を参照のこと）（子

の本国送還のための代替ケア準備や法的安全策を追加で考慮するために差し戻

す。父親が子を性的に虐待し、母親を身体的に虐待した証拠が確定したが、本

国当局は、母親の訴状に対応することを怠り、また本国には面会禁止命令の仕

組みがなかった）。（Walsh, 221 F.3d 204（アンダーテイキングを出した地方

裁判所を支持するなら、母を虐待し常習的に裁判所の命令を無視していた暴力

的な父親から子を十分に守れないだろう））。しかしながら、条約の諸条件と

国務省の指針は、子の保護が最優先されなければならないと示唆する。 

III.結論 

地方裁判所は結局、父親が下の娘を性的に虐待したか否かを判断しなかった。

我々も判断しない。Ｄはこれらの告発に対して無罪かもしれない。 
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親が幼い子を密かに性的に虐待したという告発は証明することが難しい。そし

てまた、それに反証することも難しい。善意からにせよ、他の理由からにせよ、

虐待の申立はしばしば離婚と監護権の争いの武器として使用される。第一審裁

判所は微妙な判断を下さなければならない。しかし、本件での証拠は少なくと

も明確かつ内容のある申立を提起する。すなわち、治療を行なった児童心理士

は、子の行動と証言に関する詳細な説明について信頼できると認められ、その

行動と陳述は父親による性的虐待の証拠となり、その心理士は子が陳述を指導

された証拠を見つけなかった。その上、それを裏付ける専門家の多くの証言が

存在する。 

これらの事実に基づき、地方裁判所は性的虐待が起こったか否かの問題を裁定

し、必要ならば子らが身体的若しくは精神的な危害の重大な危険にさらされて

いるか否か、あるいは返還された場合に他の耐え難い状況に置かれることにな

るか否かについて判断するために、追加の判定を命じなければならない。 

返還を命じた地方裁判所の判決は破棄され、本件はこの見解に合致する訴訟手

続きのために差し戻される。 

_____________________________________________  

脚注 

1 法廷助言人の「マサチューセッツ子のための市民」などによると、性的虐

待を受けた子に行なった研究の中で、性的虐待の熟練した調査官に対してでさ

え、当初に性的虐待を言葉で意思開示した割合は 43％だけであった。 

2 Ｍによって提出された専門家の報告によれば、性的虐待を受けた子の 75％

から 85%は通常の身体検査を受ける。法廷助言人の「マサチューセッツ子のた

めの市民」などは、性的虐待がその大半を占める医学的証拠なしという研究も

提出した。 

3 Ｍは子の性的虐待の申立を調査するスウェーデンの手順についての専門家

の証言を提出した。スウェーデンの警察官による専門家報告書には、スウェー

デンでは子の健康や福祉についての一般的な調査は社会福祉機関が行ない、特

定の犯罪の申立は本件で行なわれたように、警察へ委ねるのが一般的だと記さ

れていた。もし警察の調査で刑事責任なしとされたなら、社会福祉機関は「通

常はその子を親の監護権から除外せずに自身の調査を終結させることがしばし

ばある」。この専門家は彼女自身の経験から、「子は特に警察署のような状況
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での最初の面接では意思開示することはない」という事実があるにもかかわら

ず、警察の調査はしばしば、医学や精神病理の学位を持たない警察官によって

警察署の一室で子の面接だけの方法で実施される、と付け加えた。子への性的

虐待の事案を中心として家族法を専門とするスウェーデンの代理人が提出した

別の報告書でも、本件の警察の調査はこの分野での訓練をほとんど受けていな

い警察官による子への一度だけの短い面接で構成されており、典型的なもので

ある、と同意した。この法律の専門家も、社会福祉機関の調査は「性的虐待が

実際に起こったかどうかを決定することを目的にしておらず」、警察の調査が

終了したら社会福祉機関の調査も終了させることがしばしばあると述べた。そ

の法律の専門家はさらに、「[スウェーデンの]裁判所では[片方の親の同意なし

に]性的虐待の調査を命じる要求を認めることを拒否することが稀ではない。

一般的に、そのような調査は警察の権限の範囲内だとみなされている」と述べ

た。Ｄはこれに反する証拠を何も提出しなかった。 

4 Ｍは、スウェーデン当局の報告は性的虐待の問題に関して確定的なもので

はないと主張する。米国の地方裁判所で審理が始まる前に、Ｍは Bessel van 

der Kolk博士と Carole Jenny博士の専門家報告書を提出したが、それには性的

虐待を受けた幼い子らが学校やデイケアで普通に振る舞い続けることは稀では

ないと記されていた。Jenny 博士も裁判で証言し、子らの中には極端に良い振

る舞いをすることによって虐待を補おうとするものがいるし、虐待された子ら

が虐待した親に対してネガティブに反応することを示す調査は存在しない、と

述べた。Ｍも、性的虐待を明らかにすることができなかった調査が、必ずしも

虐待が起こらなかったということを意味しないと主張するいくつかの専門家の

報告を提出した。子時代のトラウマの専門家である Drs. Glenn Saxe と Wanda 

Grant Knight が作成したある報告書では、「トラウマを受けた子が通常は見知

らぬ大人に虐待を明らかにすることはない」と記されていた。しかしＤの専門

家の Carlton Munson 博士は、性的に虐待された子らは一般的に、性的行為に

耽り、人間関係で問題を起こし、他の子と争い、社会的にひきこもり、発達の

退行を示すと証言した。 

5 連邦証拠規則 706(a)はそれに関連して以下のように規定する。裁判所は自

身の申立またはすべての当事者の申立に基づき、なぜ専門家の証言が指名され

るべきでないかの理由を示すよう命じることができ、また指名者名簿を提出す

ることを両当事者に要求することができる。裁判所は両当事者によって承認さ

れた専門家の証言を指名することができ、またそれ自身が選択した専門家を指

名することができる。  
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6 Ｍは開示手続きが終了する 2 週間前にこの申立を提出した。もしＭがこの

申立を早くしていれば役立っていただろうが、Ｍは子が治療した心理士へ意思

開示しただけで、証明責任を満たす十分な証拠をすでに持っていると思ったよ

うだ。裁判所の命令による判定を求める 12月 3日の申立は、Luxenberg博士が

治療を行なった当事者であって、独立した評価者ではないため、Luxenberg 博

士は性的虐待の申立を調査する規定された手続きに基づいていないという懸念

を示した、Ｄが提出した Munson 博士の 11 月 21 日の最初の専門家報告に対す

る返答の一部として行なわれたようだ。 

7 提供された翻訳文からは、これが実行する（あるいは実行を拒否する）子

の権利なのか、父親の権利なのかが明確ではない。 

8 裁判所の尋問に応えて、Luxenberg 博士は、上の娘もまたＰＴＳＤになっ

ていると証言した。Ｄの代理人はこの質問に異議を唱え、裁判所はその意義を

認めたようだ。 

9 裁判所はまた、「性的虐待は証明されなかった」（Danaipour, 183 F. Supp. 

2d 325 頁）と述べたが、Luxenberg 博士の証言が信頼できるとする裁判所の調

査結果とは矛盾するように見える。 

10 地方裁判所は、「両当事者は[子らが]引き離されるべきではないという点

について暗黙に合意した」（Danaipour, 183 F. Supp. 2d 324頁 n.8）と記した。 

11 スウェーデンの代理人からの供述書は、児童青年精神科サービスと大学の

両者が添付された情報の内容の特徴を誤解した。供述書はさらに「裁判所が命

じた判定はスウェーデンにおいてＢＵＰ（もともと M が要求したもの）か、

Uppsala 大学の専門家かのどちらかによって実行されるだろう」と主張した。

この陳述は裁判記録によって裏付けられていない。 

12 例えば、法廷助言人である「精神保健と正義＆メディアのための指導者会

議」などは、一般的に認められている医学的結論として「一部の子はＰＴＳＤ

の臨床的な定義を満たす即時の具体的反応を示さない可能性があるが、これら

の子らも長期の心理的、人格的、身体的障害の影響をうけることがある」と述

べた。 

13 安全な返還のための必要な必須条件として裁判所が作成した諸条件への裁

判所の誤った依拠については以下に論じる。 
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14 13 条 1 項（b）の抗弁が提起された場合には常に完全な判定が行なわれる

べきであると主張するものではないし、他に性的虐待の十分な証拠があるなら

不確定な判定だけで 13 条 1 項（b）の申立を打ち負かすだろうとさえ主張する

のではない。第一審裁判所が、完全な法医学的判定による利益なしに性的虐待

が起こったかあるいは起こらなかったかを発見できる場合があるかもしれない。

本件の裁判記録に基づくと、子が治療する心理士および他の人に繰り返し意思

開示していたこと、また性的虐待を示唆するそれ以外の提出証拠によって、本

件は上記に該当する事案だと裁判所は結論を出すことができた。法廷助言人の

「マサチューセッツ子のための市民」などは、法医学的判定は必ずしも常に虐

待を証明するものではないと認め、法医学的判定なしで性的虐待を証明する証

拠が本件には十分にあったと推定する。 

15 両当事者が要求した判定を地方裁判所が 2001 年 12 月 3 日までに命じてい

たなら、判定はすでに完了しており、ハーグ条約の迅速な解決という目的がよ

りよく果たされていたことだろう。 

16 スウェーデンへの返還という提案に対して子らが表明した異議や不安は、

子らはその返還を自分らが意思開示したことへの罰と考え、返還後も追加の調

査には協力的にならないだろうと考える専門家の証言を裏付けるだろう。裁判

所は、「その意見を考慮に入れることが適当である年齢及び成熟度に達してい

る」子のための 13 条の抗弁を正当化するほどの年齢に当該子が達していなく

ても、重大な危険が存在するか否かに関して 13 条 1 項（b）の決断を下すうえ

で、子の意見を証拠とみなすことは可能である（Blondin, 238 F.3d 166 頁を参

照のこと）。 

17 この見解は Van der Kolk博士と共有された。彼の報告では、この段階で心

理士を交代させることは「彼らが自らのトラウマの源を明らかにする能力や意

欲に顕著な影響を与える可能性がある」と指摘した。審理の中で Van der Kolk

博士は、もし子らが返還されるなら「彼女らは口を閉ざし、何も話さない」可

能性があると証言した。下の娘について、ＧＡＬも「今後数週間か数ヶ月の間、

どのような判定家やカウンセラーにとってもその子と効果的に協力することは

困難な仕事になるだろう」と記した。第一審裁判所はこの証言を無視する理由

を「183 F. Supp. 2d 323頁, n.7」で表明した。 

18 本件では、Ｄの異議によってスウェーデン当局が完全な判定を行なうこと

が妨げられた。Ｍはスウェーデンの社会福祉機関の調査を二度要求し、その後
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スウェーデン児童青年精神科サービスから、そしてスウェーデンの裁判所から

の調査を求めた。そのすべてにおいて、Ｄは性的虐待の調査に同意しなかった。 

19 警察への委任は、米国の地方裁判所が要求または想定した種類の判定では

ない。法廷での証言によると、スウェーデンの警察は 2000 年から 2001 年にか

けての冬に調査を行なったが、すべての専門家が認めるように、それは性的虐

待の判定のための規定された手順に合致したものではなかった。さらにＭのス

ウェーデンの警察や法律制度に関する専門家は、スウェーデンの警察の調査は

一般に性的虐待の規定された手順に従わないと述べた。Ｄは法廷でこの証言に

反論しなかった。  

訴訟代理人: Elizabeth B. Burnett、および Beth I.Z. Boland、Jennifer Sulla、 

Francine Wachtmann 、 Meredith Brand Wade 、 Mintz Levin Cohn Ferris 

Glovskyと Popeo P.C.は上訴人の訴訟事件摘要書に記載。Stephen J. Cullen、

および Mary A. Azzarito、Nancy J. Baskin、と Miles & Stockbridge P.C. は被上

訴人の訴訟事件摘要書に記載。Barbara F. Berenson 検事総長補佐、Thomas F. 

Reilly 検事総長、Deepa S. Isac 検事総長補佐はマサチューセッツ州の訴訟事件

摘要書に記載。法廷助言人。Barry S. Pollack、Anthony L. Bolzan、Amber R. 

Anderson、Dechert Price & Rhoadsは「精神保健と正義＆メディアのための指

導者会議」の訴訟事件摘要書に記載。子への残虐行為防止のためのマサチュー

セッツ協会、地域法律サービスとカウンセリング・センター、マサチューセッ

ツ州子法律センター、家庭内暴力に反対するグロスター男性会、Emerge, Inc.、

法廷助言人。Nora Sjoblom Sanchezと Pauline Quirionは「マサチューセッツ子

のための市民」の訴訟事件摘要書に記載。マサチューセッツ州女性法律家協会、

拡大ボストン法律サービス、Jane Doe Inc.、家庭内暴力会議、Rebecca M. 

Bolen、法廷助言人。 

 

 

 

 

マサチューセッツ州担当米国地方裁判所 

2002年 1月 2日 
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隣席: Wolf, D.J.裁判長 

I.Danaipour (申立人)  対 K. McClarey (被申立人) 

訴訟代理人: Ｉ.Ｄ.担当: Nancy Baskin マサチューセッツ州ボストン、Mary 

Alys Azzarito マサチューセッツ州セイラム、Stephen J. Cullen Miles & 

Stockbridge P.C. メリーランド州タウソン; Ｋ.Ｍ.担当: Beth I.Z. Boland、 

Elizabeth B. Burnett、Meredith Brand Wade、Mintz Levin Cohn Ferris 

Glovsky & Popeo P.C. マサチューセッツ州ボストン 

 

概要 

これは悲しく深刻な事案だ。この事案は、両親がそれぞれ子らを愛しているが、

お互い同士はもはや愛しておらず離婚した結果起こった。申立人Ｉ.Ｄ.と彼の

前の妻である被申立人Ｋ.Ｍ.は、7歳の娘のＡ.Ｄ.と 3歳の娘のＣ.Ｄ.について、

スウェーデンの裁判所により共同監護権を与えられた。［脚注 1］2001 年 6 月、

Ｋ.Ｍ.はＡ.Ｄ.とＣ.Ｄ.を米国に連れ出すことによりスウェーデンの裁判所の命

令に違反した。娘らは同地でＫ.Ｍ.および婚約者であるＤ.Ｍ.と共に暮らし、Ｋ.

Ｍ.は娘らを返還することを拒否している。 

Ｉ.Ｄ.は、国際的な子の奪取の民事上の側面に関するハーグ条約 T.I.A.S. No. 11, 

670, 19 I.L.M. 1501 (1980年 10月 24日) (「ハーグ条約」または「条約」)に基づ

き、彼の子らをスウェーデンに返還するよう申し立てた。2001年 6月にスウェ

ーデンが子らの常居所地国であること、そして娘らが不正に米国へ連れ去られ

た時に、Ｉ.Ｄ.が自らの共同監護への法的権利を行使したことについて争いは

ない。このような環境において、通常ハーグ条約は子の返還を要求する。しか

し条約はこの原則に対していくつかの例外事由を規定する。 

Ｋ.Ｍ.は主として、Ｉ.Ｄ.がＡ.Ｄ.とＣ.Ｄ.に性的虐待を行なっており、いかなる

条件においても娘らをスウェーデンへ返還することは彼女らを「精神的危害」

の「重大な危険」にさらすことになると主張する。裁判所は、もしＫ.Ｍ.が明

白かつ確信を持つに足る証拠によってそのような危険を証明する責任を負うな

ら、子らの返還を命じることを求められない。 

子らへの危険のすべての可能性を評価する上で、裁判所は娘らがスウェーデン

へ返還されるための条件を考慮するよう求められる。Ｉ.Ｄ.は、自分が娘らに
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性的虐待を行なったことを否定している。しかしＩ.Ｄ.は現在、米国とスウェ

ーデンでの以下の命令の発行に同意した。命令の主なものは、子らがスウェー

デンに返還されＫ.Ｍ.と一緒に住むことができること。スウェーデンの裁判所

によって許可されなければ、彼は娘らと接触を持たないこと。性的虐待が起こ

ったかどうかを決するためのスウェーデンでの法医学判定に彼が全面的に参加

すること。彼はこれまでと同じく、将来もいかなる裁判所の命令の結果にも従

うこと。  

当裁判所は 2001 年 12 月 19、20、21 日に裁判官裁判を行ない、Ｋ.Ｍ.とＩ.Ｄ.、

各当事者の専門家、2001年 9月以来Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.を治療してきた心理士、

その他の証人が証言を行なった。証人の信頼性への評価に大きな影響を受ける、

裁判の事実認定は以下の通りである。 

いかなる証拠もＩ.Ｄ.がＡ.Ｄ.を性的に虐待したことを示さなかった。Ｋ.Ｍ.は、

Ｉ.Ｄ.が一度か二度Ｃ.Ｄ.の前で自慰を行ない、その場合に一度娘に彼のペニス

を触らせた可能性が懸念されることへの十分な理由が存在することを多くの証

拠によって証明した。そのような行為はある種の性的虐待を成立させるだろう。  

両親と子らの参加を必要とし、有能な専門家によって実行される、手順に基づ

いた法医学的な性的虐待の判定が、性的虐待が起こったか否かを信頼の置ける

形で判断するためには必要である。そのような判定を適切に実行するには数ヶ

月を要すると思われる。法医学的判定はスウェーデンで実行することができる。  

Ａ.Ｄ.とＣ.Ｄ.のどちらもスウェーデンから奪取された時には、心的外傷後スト

レス障害（「ＰＴＳＤ」）には掛かっていなかった。子のどちらかが現在ＰＴ

ＳＤに掛かっていることをＫ.Ｍ.は証拠の優越によって証明しなかった。また

Ｋ.Ｍ.は明白かつ確信を持つに足る証拠によって、当覚書のセクションＶで命

じる条件によってスウェーデンへ子らを返還することが、Ｉ.Ｄ.の申立を否定

することを裁判所が認めるような精神的な危害の重大な危険を生むことについ

ても証明しなかった。 

従ってＩ.Ｄ.の申立は認められる。それによりＫ.Ｍ.は子らをスウェーデンへ連

れ戻すよう命じられる。同地にて法医学的な性的虐待の判定が実行され、また

スウェーデンの裁判所がＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の将来の監護権のためにその判定の

影響を判断することを可能にするために、娘らは彼女と共に住むことになる。

裁判所が命じる条件に基づいた子らの返還は、子らの健康と安全を保護するこ

とになる。他方で、それはスウェーデンの裁判所に、奪取以前にスウェーデン
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に住み彼らの管轄権の下にあった子らの監護権を判断する機会を与える。その

ため当判決はハーグ条約の主目的に奉仕することになる。 

適用可能な基準 

米国とスウェーデンの両国がそれぞれ署名国となっているハーグ条約は「不法

な連れ去り又は留置によって生ずる有害な影響から子を国際的に保護すること

並びに子が常居所を有していた国への当該子の迅速な返還を確保する手続を定

めること」（ハーグ条約、前文；Blondin v. Dubois, 189 F.3d 240頁, 245頁 (2d 

Cir. 1999)も参照のこと）を追求する。この場合、Ａ.Ｄ.とＣ.Ｄ.の米国での留置

は条約の意義の範囲内で「不正な」ことであることに争いはない。 

「常居所地国からの子の不正な連れ去りは通常子の返還を要求される」

（Walsh v. Walsh, 221 F.3d 204頁, 216頁 (1st Cir. 2000)）。しかし、被申立人は、

条約が定める例外事由が適用されることを証明することによって申立を無効化

できる可能性がある。（ハーグ条約 12 条、13 条 1 項(a)、13 条 1 項（b）、20

条） 

Ｋ.Ｍ.は当初、本件で三つの例外事由を提示した。彼女はスウェーデンへの子

の返還が以下の理由により否定されるべきだと主張した。「[彼女らを]返還す

ることによって彼女らが身体的若しくは精神的な危害を受け、又は[彼女らが] 

他の耐え難い状態に置かれることとなる重大な危険があること。」（ハーグ条

約 13 条 1 項（b）を参照のこと）。そのような返還が「人権及び基本的自由の

保護に関する[米国]の基本原則」（ハーグ条約 20 条を参照のこと）に反するだ

ろうこと。それぞれの子が「返還されることを拒み、かつ、[彼女]の意見を考

慮に入れることが適当である年齢及び成熟度に達していると認めること。」

（ハーグ条約 13条の最後から二番目の項を参照のこと） 

返還を求める原則の例外事由は狭く限定される（Walsh, 221 F.3d 217頁を参照

のこと）。ハーグ条約の条約注釈書は、もし条約を空文にするべきでないとし

たら、例外事由は： 

限定された形で解釈されるべきだと述べる。事実、条約全体としては、不法な

子の連れ去りのこのような現象への全会一致の排斥の上に依拠し、かつ国際レ

ベルでそれらと戦う最良の方法はそれらへ法的承認を与えることを拒否するこ

とだという確信の上に成り立っている（後略）。上記の例外事由の組織的な嘆

願は子の常居所のある法廷の代わりに奪取者が選んだ法廷を使い、条約の啓示
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とも言うべき相互信頼の精神を条約から取り去ることによって条約の全体構造

を崩壊させることになるだろう。 

ペレス・ベラ条約注釈書：14 回会期の決議と文書の中の国際私法に関するハー

グ会議 426, P 34 (1980) (「条約注釈書」); Walsh, 221 F.3d 217頁も参照のこと。 

これに合わせて、米国内法は明白かつ確信を持つに足る証拠によって 13 条 1

項（b）と 20 条によって定められた例外事由を証明する責任は被申立人に課さ

れる（42 U.S.C. § 11603(e)(2)(A)を参照のこと）。この事案で提示された第三の

例外事由、すなわち子の異議に基づく例外事由に関しては、証拠の優越による

証明のみを必要とする（U.S.C. § 11603(e)(2)(B)を参照のこと）。 

「明白かつ確信を持つに足る証拠」とは「論争中の事柄に関して確固とした信

念または確信」を生む証拠である（第五巡回裁判所模範陪審員指示書, Civil, § 

2.14 (1999)）。それは大きな疑いを残さない証拠である（中略）それは論争中

の命題について可能性が存在するだけでなく、その可能性が極めて高いことを

示す証拠である」（Sand et al.、現代連邦陪審員指示書, 73-3 (2001)） 

しかし 13 条 1 項（b）と 20 条の例外事由が明白かつ確信を持つに足る証拠に

よって証明されなければならない一方で、これらの例外事由に関係する補助的

事実については証拠の優越によってだけ証明されることを必要とする。

（Walsh v. Walsh, 31 F. Supp. 3d 200 頁, 204 頁 n.3 (D. Mass. 1998), rev'd on 

other grounds Walsh v. Walsh, 221 F.3d 204 頁 (1st Cir. 2000); Care and 

Protection of Laura, 414 Mass. 788, 794, 610 N.E.2d 934頁(1993); S.S. v. Ｄ.Ｍ., 

597 A.2d 870頁, 882頁 n. 32 (1991)を参照のこと）。コロンビア特別区控訴裁判

所が記したように、「証拠の優越によって個別に証明された 20 の事実がある

かもしれない。それが総体として明白かつ確信を持つに足る証拠を生みだすの

だ（後略）」（S.S., 597 A.2d 882頁 n.32） 

Ｋ.Ｍ.の主張の核心は、Ｉ.Ｄ.によって合意された条件に基づいてさえ、スウェ

ーデンへ子らを返還することは彼女らを精神的な危害の重大な危険にさらすだ

ろうということである。 

Walsh の事案において、第 1 巡回控訴裁判所はＫ.Ｍ.が提示する 13 条 1 項（b）

の例外事由の意味を全面的にかつ思慮深く探った（221 F.3d 218-19頁）。13条

1項（b）によって提示された論点を判断する上で、「裁判所は監護権の決定に
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携わるべきではない」（同書 218頁）。また 13 条 1 項（b）は子の最善の利益

を法廷で争うためにも使ってはならない（同書 219頁）。 

13 条 1 項（b）の目的のために、証明された精神的な危害は「最低限度を大き

く上回らなければならない」（同書 218 頁）かといって、それが耐え難い状態

にまでならなければならないというのは疑問である（同書 218頁 n. 12）。いず

れにせよ、危険は「重大」（同書 218 頁）でなければならない。「重大な危険

が存在するか否かを決定する際に、裁判所は条約の目的に注意を向けなければ

ならない」（同書）。重大な危険が、「本国送還によって現在米国になじんで

いる子らを動揺させることになるという単純な事実により成立する」ことはな

い。「それは本国送還の避けられない結果である」（同書 220頁 n. 14; Blondin 

v. Dubois, 238 F.3d 153頁, 164-65頁(2d Cir. 2001)も参照のこと）。 

さらに： 

危害の重大な危険の可能性はときには、アンダーテイキングを受け入れること

によって、およびアンダーテイキングの執行を十分に保証することによってや

わらげられる可能性がある。「重大な危険」の例外事由には、子がとりわけ、

どこへ、どのような形で返還されるべきかが必ず考慮される。当事国の裁判所

がその管轄権の物理範囲内で子らの監護権を決定する機会を有する一方で、ア

ンダーテイキングのやり方は、その裁判所が常居所地国で子の安全を守るため

に家族配置の選択や法的安全策を判定することを認める。子は返還されるべき

だという確固たる前提のせいで、当地および他国の多くの裁判所は、子を危害

の重大な危険にさらすことから守りながら、同時にアンダーテイキングの受容

が条約に定められた目標の達成を最も可能にすると判断してきた。 

Walsh, 221 F.3d 219頁(引用は省略); Blondin, 238 F.3d 163頁 n.11も参照のこと。

しかしながら、「アンダーテイキングを用いても、子を重大な危険にさらさな

いで子を返還する方法がまったく存在しない場合があるだろう」（Walsh, 221 

F.3d 219頁）。 

Blondin の事案は、地方裁判所が二人の子をフランスに返還するように命じる

ことを拒否した、13 条 1 項（b）に依拠した事案だった。その理由は、しつこ

い虐待が子らに「激しく深刻な心理的外傷障害」を与えており、いかなる条件

の下であれ子らを本国送還しフランスに住ませることによって子らがかつてフ

ランスで経験した心理的外傷ストレス障害をほぼ確実に再発させるだろうと裁

判所が考えからだ（78 F. Supp. 2d 283頁, 291頁 (S.D.N.Y. 2000)）。第 2巡回控
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訴裁判所は、「提示された特殊で異常な環境において」地方裁判所の判決を支

持した（Blondin, 238 F.3d 168頁）。 

Ｋ.Ｍ.は、裁判において本件が Blondin と似ていることを主に証明しようとし

た。しかし、以下のセクション IV で論じるように、裁判所は、この事案は実

体的な面で Blondin とは異なり、ハーグ条約 13 条 1 項（b）や他の例外事由は

証明されないとみなす。従って裁判所は、一定の条件に基づくＡ.Ｄ.とＣ.Ｄ.の

返還を命じる。 

事実 

別段の指示がない限り、以下の事実は信頼できる証拠の優越によって証明され

る。［脚注 2］ 

Ｋ.Ｍ.はスウェーデンで生まれ、米国で育ち、同地で大学に通った。彼女はア

メリカとスウェーデンの両方の市民である。Ｉ.Ｄ.はイランで生まれ、現在は

スウェーデンの市民であり、彼は児童心理士を開業している。 

二人の最初の娘 A.D は 1994 年にスウェーデンで生まれた。Ｋ.Ｍ.とＩ.Ｄ.がマ

サチューセッツ州で結婚する 6 ヶ月前の事である。1998 年に二人の娘のＣ.Ｄ.

が生まれた。 

1999 年夏までに、両当事者の結婚に問題が生じた。Ｋ.Ｍ.は家族を訪問するた

めに米国へ帰り、以前のボーイフレンドのＤ.Ｍ.と再び連絡を取り合った。Ｋ.

Ｍ.とＤ.Ｍ.は恋愛関係になった。1999 年遅くに Ｋ.Ｍ.が米国に再び帰国した間

に、Ｉ.Ｄ.はＤ.Ｍ.が彼女に送った何通かのラブレターを発見した。Ｋ.Ｍ.がス

ウェーデンに戻った時、Ｉ.Ｄ.は彼の発見を明らかにし、両当事者は離婚を決

めた。 

Ｉ.Ｄ.は二人の婚姻期間中にＫ.Ｍ.を身体的若しくは精神的に虐待したことはな

い（同書）。Ｋ.Ｍ.が 2000 年 2 月 29 日に離婚届けを出す以前に、Ｉ.Ｄ.が彼の

娘のどちらかを虐待したことは証明されていない。 

離婚届けを提出した時、Ｋ.Ｍ.とＩ.Ｄは暫定的に彼らの子らの共同監護権を与

えられた。当初Ｉ.Ｄ.とＫ.Ｍ.は、離婚手続きが係属中の間も二人の小さなコン

ドミニアムに一緒に住み続けた。これは緊張を強いられる状況だった。2000 年

の春、Ｉ.Ｄは嫉妬に狂い、自分が家にいる間はＤ.Ｍ.にメールしないという取

り決めにＫ.Ｍ.が違反したと考え、彼女のコンピューターのモデムのコードを
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切断した。別の時には、Ｉ.ＤはＫ.Ｍ.を押した。しかし彼女の代理人が最終弁

論で認めたように、Ｋ.Ｍ.はもし自分の子らと共にスウェーデンに帰るように

求められたとしても、身体的もしくは精神的危害を受ける危険があるとは主張

していない。 

彼女の代理人が最終弁論で述べたように、Ｋ.Ｍ.はもし子らが以下で論じる条

件に基づき彼女と共にスウェーデンに戻るなら、彼女の子らに身体的危害の重

大な危険があるとは強く主張していない［脚注 3］（2001年 12月 21日 Tr. 228

頁）。Ｋ.Ｍ.はむしろ、どのような条件に基づくものであれもしスウェーデン

に戻るよう要求されたなら、それぞれの子は精神的な危害の重大な危険にさら

されると主に主張している。 

2000 年 6 月頃、コンドミニアム内の緊張により、Ｋ.Ｍ.は子らを連れて女性避

難所へ引っ越すことを検討した。その代わりに彼女は、Ｉ.Ｄ.に短期のバケー

ションに出ると告げ、その目的のためにＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.を連れて米国へ行き、

スウェーデンには戻らなかった。Ｉ.Ｄは彼の子らが奪取されたと知ると、スウ

ェーデンの裁判所からＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の単独監護権を自分に与えるという命

令を取得し、Ｋ.Ｍ.に子らをスウェーデンに戻すよう要求した。 

2000年の 9月頃、Ｋ.Ｍ.はスウェーデンに戻った。子らはＩ.Ｄ.と二三週間一緒

に住み、母が一時的に住んでいた女性避難所へ時々母親を訪ねた。この期間中

に、Ｋ.Ｍ.は、裁判所に二度と子らをスウェーデンから連れ去らないと言明し、

子らのパスポートを提出することによって、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の共同監護権を

再び手に入れた。Ex. 40 を参照のこと。この命令によってＩ.ＤはＫ.Ｍ.にコン

ドミニアムに住む許可を与え、自分は新しい住居を見つけることになった。そ

れから少女らはそれぞれの親と週替わりで住み始めた。 

Ｋ.Ｍ.の証言によると、一週間の父への訪問を終えて帰ってきたＡ.Ｄ.およびＣ.

Ｄ.のそれぞれの膣の部位に赤疹があることに彼女は気づいた。子らは以前にも

そのような炎症を経験し、治療したことがあった。しかしＫ.Ｍ.は、Ｉ.Ｄ.がこ

の赤疹を引き起こすような何か不正なことを行なったのではないかと懸念した。

彼女はＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.にこれについて尋ねた。Ａ.Ｄ.はＩ.Ｄ.が彼女を虐待し

たことを示すような証言は何も行なわなかった。当時 2 歳の C.D は、Ｉ.Ｄ.が

「おしっこ」を「ハンマーで打った」という意味のことを彼女の母親に話し、

男性がする自慰に似た動作を伴ってそれを説明した。Ｋ.Ｍ.はこのことについ

て、C.DはＩ.Ｄ.が彼女の膣に何かしたのだと言っていると解釈した。 
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しかし、本件についての証拠は、Ｉ.Ｄ.がＡ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.の膣を傷つける、

または炎症を起こさせる何かを行なったことを証明しない。［脚注 4］どちら

かの子が何かの形で性的虐待を行なわれたか否かを医学的に信頼できる形で判

定するためには、定められた手順に従い有能な専門家によって行なわれる法医

学的判定が必要である。そのような判定は行なわれなかった。 

Ｋ.Ｍ.は自分の子らが性的に虐待されたという懸念に基づいて行動した。彼女

は自分の観察とＣ.Ｄ.の言葉を看護師に伝えたが、Ｋ.Ｍ.が説明する赤疹を子ら

が経験したと思われる期間に、検査のために子らをその看護師のところに連れ

て行くことはしなかった。看護師は、Ｋ.Ｍ.に、Ａ.Ｄ.やＣ.Ｄ.に会ったことの

ない児童心理士に紹介した。 

その児童心理士は、Ｋ.Ｍ.の苦情に基づき、スウェーデンの社会福祉機関に性

的虐待の可能性について調査を始めるように依頼した（Ex. 44 を参照のこと）。

調査は 2000 年の 11 月遅くに始まり、その調査にはＣ.Ｄ.および彼女の両親、

祖母のＭ.Ｍ.、デイケアサービスの提供者らへの面接および他の人々から入手

した情報が含まれた。この調査に関連して、スウェーデンの警察は警察署でＣ.

Ｄ.と面接したが、性的虐待の証拠は何ひとつ入手しなかった。その大きな理由

はＣ.Ｄ.が協力的な態度を見せなかったことによる。2001 年 1 月 11 日に、C.D

は医師とスウェーデン国立法医学委員会の関係者らによる 病院での検査を受け

た（Exs. 6と 44を参照のこと）。彼女の膣と肛門の検査では、性的虐待の証拠

は何も明らかにならなかった（同書）。 

2001年 2月 21日、社会福祉機関は報告書を出した（Ex. 44）。同機関は次のよ

うに結論づけた。「[Ｃ.Ｄ.]が性的犯罪にさらされたことを示す提供された情報

は何もない」（Ex. 44, 7 頁）。調査官も次のように述べた。「調査期間中の

様々な人らの話から、我々は[Ｃ.Ｄ.]が両親の対立によって影響を受けているよ

うだと考える。しかし、両親が満足できる形で[Ｃ.Ｄ.]と彼女の姉のために協力

する責任を負うなら、[Ｃ.Ｄ.]は前向きな形で発達を継続するためのあらゆる機

会を持つだろうと我々は理解している」（同書）。これによって社会福祉機関

はその調査を終了させた。 

この時、Ｋ.Ｍ.と彼女の子らはスウェーデンへ引っ越してきたＤ.Ｍ.と共に住ん

でいた。Ｋ.Ｍ.は社会福祉機関の調査結果に満足しなかった。それで 2001 年 3

月に、彼女はＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.が虐待されたか否かについてスウェーデンの裁

判所に調査を求め、性的虐待が起こったか否かを決めるための法医学的判定に

参加するようにＩ.Ｄ.に求めた。Ｉ.Ｄはどちらの子に対しても虐待を否定し、
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法医学的判定への同意を断った（Exs. 22 と 41を参照のこと）。裁判所は、Ｉ.

Ｄ.にその判定への参加を命じるべきか否かを決定することも含め、さらなる調

査を行なわせた。調査には、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.、彼女らの両親、彼女らの教師

への面接などが含まれていた（Ex. 41）。Ａ.Ｄ.の教師らは彼女について「幸せ

で前向きな」子だと評した（Ex. 41, 7 頁）。Ｃ.Ｄ.の保育園の先生らは以下の

ように述べたと報告された。 

 [Ｃ.Ｄ.]はめったに病気をせず（中略）幸せでよくはしゃぐ。彼女はもの覚え

が早く、開放的で大人や子らとすぐに仲良くなる（後略）。 

 [Ｋ.Ｍ.が不当に彼女を米国に留置し続けた]夏の間は[ Ｃ.Ｄ.が]欠席していたの

で、夏が終わった後に彼らは保育園にもう一度なじませるために一週間を掛け

た。[Ｃ.Ｄ.]は幼稚園に戻って来ることに何の問題も見せず、すぐに自分を再び

取り戻した（同書）。 

裁判所の審査官は、評価に際して、以下のような先生らのコメントに依拠し、

次のように述べた： 

関係する先生らおよびデイケア・センターの職員、以前の社会福祉担当官そし

て我々自身による[Ａ.Ｄ.]と[Ｃ.Ｄ.]との接触に基づき、この子らは二人とも両

親からとても良い世話を受けており、これまでも受けてきたと我々は考える。

家庭訪問の際に我々は、両親が娘らとどのように親密で自然で良き接触を持つ

かを見た（同書 8頁）。 

検査官らは以下のようにも述べた： 

調査期間の間、警察の調査であれ、[社会福祉機関の調査]であれ、また我々の

調査期間中であれ、どちらかの子が性的虐待にさらされていたことを示すこと

は何も立証されなかった（同書 9頁）。 

上述の報告も含めた証拠を再検討した後で、スウェーデンの裁判所は、Ｉ.Ｄ.

の「意志に反して」（Ex. 22）法医学的な性的虐待の判定を命じる「いかなる

理由」も見いださなかった。そのためＫ.Ｍ.の要求は却下された（同書）。 

しかしＫ.Ｍ.は子らが性的虐待を受けたこと、そしてそれが起こったか否かを

決定するためには相応しい判定が不可欠であることを深く信じ続けた。彼女の

求めた法医学的判定への要求を却下したスウェーデンの裁判所を上訴する権利

を明らかに彼女は有している（Ex. 22 を参照のこと）。以前にも指摘したよう
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に、Ｋ.Ｍ.はスウェーデンの裁判所に、自分は「二度と不法に子らを米国へ連

れ出さず、留置しない」（Ex. 40、2 頁）と述べ、この約束に関連して子らの

パスポートを提出したと説明していた。それにもかかわらず、彼女は子らの新

しいパスポートを取得し、2001 年 6 月遅くにＤ.Ｍ.と共に、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.

をマサチューセッツ州へ連れ去った。  

Ａ.Ｄ.および C.D は出発前にＩ.Ｄ.と共に過ごした。Ｉ.Ｄは、娘らがスウェー

デンを出る前に彼や彼女らの友達と一緒にとても楽しそうに遊んでいたときち

んと説明している。娘らは彼女らの祖父母の元へ短い訪問をするために米国へ

行くものだと彼は理解した。 

しかし 2001 年 7 月 3 日、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の自称代理人としてＫ.Ｍ.と彼女の

母の Ｍ.Ｍ.は当裁判所に、子らがハーグ条約の意義の範囲内でスウェーデンか

ら不法に奪取されたのではないという宣言的判決とＩ.Ｄ.が娘らと接触するこ

とを禁じる禁止命令の両方を求め、訴訟を起こした（M. v. D., C.A. No. 01-

11164-MLW (訴状)を参照のこと）。Ａ.Ｄ.とＣ.Ｄ.を代理するとされる代理人

は性的虐待の検査のため娘らを子への「残虐を防ぐマサチューセッツ協会」

(「MSPCC」)へ委託した（Ex. 12）。MSPCC はそれぞれの子の性的虐待の判

定について「不確定」（同書）とみなした。しかし検査官は、Ａ.Ｄ.とＣ.Ｄ.に

関して、「家庭内暴力にさらされたことによるトラウマの明確な証拠がある」

と述べた（同書）。本件では、この調査結果は証拠によって完全には裏付けら

れていない。 

MSPCC はＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.を性的虐待の可能性に関する検査のためにボスト

ン子病院へ連れて行った。そこで行なわれた彼女らそれぞれへの検査結果によ

ると、虐待の身体的証拠はまったく見られず、「正常」とみなされると言うも

のであった。  

Ｋ.Ｍ.の代理人はその後、米国での法医学的性的虐待の判定にＩ.Ｄ.が同意する

かどうかを尋ねた。彼は同意しなかった。彼はむしろ子らをスウェーデンに戻

すよう求めた。彼もハーグ条約に基づいて、この事案をマサチューセッツ州

Middlesex 上位裁判所に提訴した。その裁判所は、片方の当事者の出席だけに

よって、Ｉ.Ｄ.に有利ないくつかの命令を発した。2001 年 9 月 5 日、この事案

はこの米国地方裁判所に移された。 

両当事者の承認により、州裁判所が出した命令は無効とされ、Ｉ.Ｄは子らと週

三回電話で話す権利を得た。当裁判所はその後、連邦民事訴訟規則 17(c)に基
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づき、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の訴訟後見人および代理人(すなわち「近友」)として

Elaine Epstein を指名した［脚注 5］。両当事者の同意によって、Ｋ.Ｍ.によっ

て出された事案は権利を侵害せずに棄却された。 

ハーグ条約は、裁判所が「子の返還のための手続を迅速に」行なうよう求める

（ハーグ条約 11 条）。もし要求があれば、裁判所は開始から 6 週間以内に裁

判が結審しなかった理由を説明しなければならない（同書）。当裁判所はスウ

ェーデンの中央当局にそのような説明を提供した。 

性的虐待の告訴が複雑さを生んだため、両当事者は 2001 年 10 月に同意した。

当裁判所は、2001年 12月 17日までに開示手続きが実行できるように命じた。

2001 年 11 月 21 日の仮報告書において、訴訟後見人は本件は 2001 年中に審理

されるべきだと勧告した。2002年 1月の新学期の開始時に自分がどの学校にい

るのかを知ることがとりわけＡ .Ｄ .の最善の利益にかなうだろうと述べた

（2001年 11月 21日付訴訟代理人・子らの代理人の仮報告書の 4ページを参照

のこと）。また訴訟後見人は次のようにも述べた。子らが米国にいた 5 カ月間

は「異常に長いものだ」。なぜなら彼らはその期間父親に会えなかったし、も

し別段の認可がなければこの時間の経過だけで彼女らの返還を否定する十分な

理由にはならないだろうが、彼女らを米国により「なじませる」ことになった

からである（同書）。従って、両当事者の合意により、本件は 2001年 12月 19

日から 12月 21日までの間審理される。  

2001 年 12 月 3 日に訴訟後見人が 2001 年 12 月に裁判を完了することが子らの

最善の利益にかなうだろうと勧告した後、Ｋ.Ｍ.は裁判所がＩ.Ｄ.に米国での法

医学的な性的虐待の判定に参加するように命じることを求める申立を行なった。

2001 年 12 月 7 日に、Ｉ.Ｄはその申立への異議を提議した。2001 年 12 月 7 日

の審理の後、裁判所は権利を侵害せずにＫ.Ｍ.の申立を却下した。理由のひと

つは、提案された判定は次回に予定された 2001 年 12 月 19 日の審理の前には

実行できないと思われるからである。裁判所は、もしＩ.Ｄ.の申立を認めるこ

とが適切か否かを判断する前に性的虐待の判定を米国で行なうことが必要であ

り適切だとする裁判の証拠を裁判所が認めれば、審理を延期することもあるこ

とを示した。以下に述べる理由により、裁判所はそのような判定がスウェーデ

ンではなく米国で行なわれることが必要でも適切でもないと結論する。 

審理の前にＩ.Ｄは、裁判所がＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.をスウェーデンに返還すること

を命じる場合の特定の条件を提案し、それに従うことに同意した。具体的には、

Ａ.Ｄ.とＣ.Ｄ.が彼女らの母親と共に帰国し、彼女とだけ暮らすことにＩ.Ｄは同



45 

意した。彼はまた、彼自身およびＫ.Ｍ.、Ａ.Ｄ.、Ｃ.Ｄ.についての性的虐待お

よび身体的虐待への完全な法医学的判定が出るまでは、スウェーデンで子らに

接近しないことも同意した。この条件は法定後見人の勧告を上回るものである。

後見人の提案は、法医学的判定が行なわれている間、C.D は彼女の父親と定期

的な電話の接触を続け、Ａ.Ｄ.は現在スウェーデンの裁判所の命令によって認

められている父親への監視された訪問を毎週行なうというものだった（2001 年

12月 17日子らの法定後見人・代理人の最終報告 8-13頁）。 

Ｉ.Ｄはこれまでスウェーデンの裁判所と当裁判所の命令に常に従ってきた。Ｋ.

Ｍ.と彼の子らへの共同監護権を認めた以前の命令を変更するか否かを判断する

ために、スウェーデンの裁判所が法医学的判定の結果を用いる可能性に彼は同

意した。Ｉ.Ｄ.とＫ.Ｍ.は、スウェーデンの裁判所に当裁判所が命じた条件を課

す「ミラー・オーダー」を発してもらうように求めることに同意した。当裁判

所はスウェーデンの裁判所がそうするであろうと判断する。Ｉ.Ｄ.とＫ.Ｍ.はま

た、スウェーデンの裁判所の命令を守ると説明した。当裁判所は少なくともＩ.

Ｄはそうするものと考える。 

法廷において証言によって解決されるべき主要な事実審理は以下の点に関する

ものである。Ｉ.Ｄ.がＡ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.を性的に虐待したか否か。彼女らの一

方または両方が現在ＰＴＳＤにかかっている否か。彼女らが特定の条件に基づ

きスウェーデンに返還された場合、彼女らの一方または両方が精神的な苦痛を

受ける可能性があるか、またもしあるとしたらそれはどの程度のものか。以上

に示したように、また以下に論じるように、裁判所は本件を次のように判断す

る。Ａ.Ｄ.はいかなる形でも性的虐待を受けていない。Ｃ.Ｄ.は父親の自慰行為

にさらされた可能性がある。Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.のどちらもスウェーデンでも、

そして現在もＰＴＳＤになっていない。もし彼女らが母親と共にスウェーデン

に帰るなら、どちらもＰＴＳＤや他の異常な精神的危害を受けないだろう。 

いずれにせよＡ.Ｄ.が彼女の父親に性的に虐待されたという信頼できる証拠は

何ひとつない。彼女は、彼女の心理士または母親にそのことが起こったと示す

ような陳述は行なっていない。いくつかの身体検査では性的虐待の証拠は提出

されなかった。どの専門家もＡ.Ｄ.が性的に虐待されたという意見を述べてい

ない。 

信頼できる証拠によって、Ｃ.Ｄ.が身体的に性的虐待を受けたと証明されてい

ない。2001 年 9 月にＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.は、代理人が探しＫ.Ｍ.が雇い入れた心

理士 Toni Luxemburg博士に診療を受け始めた。Toni Luxemburg博士は、この
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子らをずっと治療しており、自分は彼女らの「擁護者」であると考えていると

繰り返し述べた（2001年 12月 20日 Tr.,148頁, 153頁）。 

彼女は、Ａ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.が彼女らの父親によって性的に虐待されたか否かを

突きとめるために、適切な手順に従った中立的な判定を行なおうとはしなかっ

たと認めている（同上 148 頁）。しかしＣ.Ｄ.は、Luxemburg 博士に対して、

Ｉ.Ｄ.がＣ.Ｄ.の前で一度または二度自慰をした可能性があり、一度は彼女にも

参加させた可能性があるという意味の陳述をした。具体的に言えば、Ｃ.Ｄ.は

Luxemburg に、「ババ」（彼女が父親を呼ぶ時の名）が「彼の穴を絞った」、

それはとても固かったと言った。Luxemburg 博士はそれが彼のペニスのことを

意味すると合理的に解釈した（同書 23 頁）。Ｃ.Ｄ.はまた、ババが彼の「おし

っこ」（ペニスを意味する）を「ハンマーで叩いた」とも言った。この言葉を

言いながら、Ｃ.Ｄ.は男性が自慰をする時のような動作をした（同書 29 頁, 35

頁）。Ｃ.Ｄ.はまた、彼女が父親の「おしっこ」を「ハンマーで叩いた」とも

言った（同書 35 頁）。たぶん別の機会に、Ｃ.Ｄ.はババが自分を「ハンマーで

叩いた」が、Ｃ.Ｄ.が手伝わなかったので、ババが怒ったと言った（同書）。

Luxemburg 博士は、Ｃ.Ｄ.が「父親が彼の性器を触っているのを自分が目撃し、

彼が彼女に彼の性器に触わらせたということを[彼女に]伝えていた」のだと思

った（同書 60頁）。 

反対尋問の中で、Luxemburg 博士は自分はＣ.Ｄ.の前で自慰にはいくつか種類

があるとは言っていないと明言した（同書 128 頁）。いずれにせよ、 Ｃ.Ｄ.が

Luxemburg 博士に対して、彼女の父親が彼女の膣に触れたと示す陳述はしなか

った。しかし、Ｃ.Ｄ.は彼女にある種の性的虐待を確実に報告していたのだと

Luxemburg博士は思っている。 

Ｃ.Ｄ.が Luxemburg 博士に行なった陳述はＣ.Ｄ.が母親や、議論の余地はある

かもしれないが、Ｄ.Ｍ.の姉妹に行なった特定の陳述と一致している［脚注 6］。

裁判所はＣ.Ｄ.の陳述についての Luxemburg 博士の報告は信頼できると考える。

これらの陳述は、Ｉ.Ｄ.がＣ.Ｄ.の前で自慰した可能性があり、そしてある時に

はその行為に彼女を巻きこんだ可能性があるという懸念についての十分な根拠

を提供する。もしそれが起こったとすれば、Ｋ.Ｍ.の別の専門家 Carole Jenny

博士が述べたように、ある種の性的虐待である。しかしこの信頼できる証拠に

よって、どんな形にせよ性的虐待が起こったか否か、もし起こったなら誰が虐

待者かについて合理的な信頼性をもって判断するためには法医学の判定が必要

だと裁判所は信じるにいたる。 
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Luxemburg 博士はＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の両方ともが現在ＰＴＳＤになっていると

の意見を述べた。Ｋ.Ｍ.のもう一人の専門家であり、Luxemburg 博士の師であ

る Bessel van der Kolk 博士は、Ｃ.Ｄ.がＰＴＳＤになったことは認めるが、こ

のデータはＡ.Ｄ.についてそのような診断が下されることを正当化しないと考

えた。Van der Kolk 博士の見解では、Ｃ.Ｄ.はスウェーデンで性的虐待を受け

たためスウェーデンは彼女にとって虐待者、つまり彼女の父親、と同義になっ

ており、いかなる条件の下であれＣ.Ｄ.をスウェーデンに戻すことは極度のト

ラウマとなるだろうと考えた。Jenny 博士も同意する。しかし、Ｉ.Ｄ.の専門家

である Carlton Munson 博士は、Ａ.Ｄ.もＣ.Ｄ.もＰＴＳＤになったと厳密に見

なすことはできないと証言し、両人とも精神的危害の重大な危険なしに母と共

にスウェーデンへ返還することができると証言した。 

詳細に説明しきれないほど大量な理由があるので、裁判所は子のどちらもスウ

ェーデンではＰＴＳＤではなかったし、現在もそうではないとみなす。ＰＴＳ

Ｄは、元々は深刻なトラウマにさらされたベトナム帰還兵や他の成人に見られ

る障害を説明するために作られた診断名である。ＰＴＳＤの基準を幼い子に適

用することは通常困難であることは専門家のすべてが認めている。子がＰＴＳ

Ｄになったか否かの有意義な指標のひとつは、それが唯一ではないが、学校で

の活動だ。この信頼できる証拠は、Ａ.Ｄ.がスウェーデンおよび米国で常に幸

福で、上手く適応してきた生徒であることを示している。この信頼できる証拠

は、Ｃ.Ｄ.もまたスウェーデンの保育園に上手くなじみ幸福に過ごしているこ

とを示す。 

Ｃ.Ｄ.がとりわけ今ストレスの兆候を見せていたとしても、その原因は必ずし

も性的虐待とは言えない。むしろ Luxemburg博士 が記したように、Ｃ.Ｄ.のス

トレスの原因は、性的虐待の可能性だけではなく、両親の別居や父親との接触

の欠如、スウェーデンからの転居、将来どこで誰と一緒に住むのかについての

不確かさから生まれたものかもしれない。 

裁判所はＣ.Ｄ.が前述した性的虐待にさらされた可能性があることを認める。

しかし、幾人かの専門家が述べたように、性的虐待を受けた子も含め、子には

しばしば回復力がある。Jenny 博士が証言したように、「性的虐待を受けた多

くの子が彼らの人生の他の局面では非常に上手く活動している（後略）」

（2001年 12月 21日 Tr., 170頁）。裁判所は、もし彼女が性的虐待を受けてい

たとすれば、Ｃ.Ｄ.はそんな子の一人であると考える。 
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2001 年 10 月にＡ.Ｄ.は Luxemburg 博士に対して、自分はスウェーデンの親友

のそばにいたいと述べた。最近になると、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.は、スウェーデン

に帰りたくないという意味の陳述をしたと報告された。しかし、Ａ.Ｄ.は彼女

の父親に対していかなる怖れも表明していない。むしろ彼女は、彼女の母親と

別れることと、学校で上手く活動するためにスウェーデン語を上手に話すこと

ができないことについての懸念を表明している。Ａ.Ｄ.の返還のために当裁判

所が命じた条件に基づき、Ａ.Ｄ.は彼女の母親から切り離されることはない。

そして学校に対する彼女の懸念は、スウェーデンからの違法な連れ去りの結果

である。 

Ｃ.Ｄ.は Luxemburg 博士に父親について懸念を表した。しかし、彼女は母親と

一緒にスウェーデンに帰り、もしスウェーデンの裁判所が不適切と決定しない

限り、そしてまたそう決定するまで、Ｉ.Ｄ.へは監視された訪問さえしないこ

とになる。このような環境の中で、Ｃ.Ｄ.がもし母親と共にスウェーデンへ返

還されたなら彼女はＰＴＳＤを発症するか、または同様のトラウマを経験する

だろうという点について、裁判所は信頼できる証拠の優越によってさえ同意す

ることはない［脚注 7］。 

もしスウェーデンに返還されたなら、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.はこれまで Luxemburg

博士と築いてきた治療的関係の崩壊を経験する。しかし Luxemburg 博士はス

ウェーデンの新しい心理士への移行期間に進んで支援を提供するだろう。とり

わけそうすることによって、性的虐待があったか否か、もしあったとするなら

それが子らの監護権へどう影響するかを判断するための法医学判定に参加する

ために、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.が母親と共にスウェーデンへ帰ることへの心理的影

響を和らげることになる。 

適切な法医学的性的虐待の判定をスウェーデンで行なうことができる。命じら

れた条件に基づいて返還されるなら、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.はそれに参加すること

に大きな安心感を持つだろう。Ｃ.Ｄ.がこの返還を自分が行なった意思開示へ

の罰とみなすという見解に裁判所は同意しない。子らは、2000 年に米国で不正

に留置された後、スウェーデンへ無事に返還された。今回はそれよりも難しい

かもしれないが、裁判所は彼女らが再び無事に帰ることが出来ると考える。 

適切な法医学判定が開始されたなら、完了するまでには約 3 カ月から 6 ヶ月を

要する。もし判定が米国で行われるなら、Ｉ.Ｄ.は米国でその期間を過ごすた

めの資金を必要とするし、また職業を続けることも困難であるため、全面的に

参加することは不可能であるかもしれない。しかしスウェーデンでならＩ.Ｄは
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完全に参加することが出来る。判定の間Ｃ.Ｄ.とＡ.Ｄ.がさらに（たぶん不適切

に）米国になじむという事態も起こらない。判定が完了した時、過去にこの論

争を真摯に取り上げたスウェーデンの裁判所は、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の将来の監

護権のための影響を公正に判断する能力があるだろう。とりわけ彼らは、判定

から生まれる問題を解決するためにスウェーデンにおいて利用可能な資源に照

らして監護権に関する必要な判決を下す位置にいる。当裁判所は、Ａ.Ｄ.およ

びＣ.Ｄ.がこのプロセスが進行する間安全に過ごせると確信している。 

 

分析 

以上の事実は、命じられた条件に基づくＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の母親を伴うスウェ

ーデンへの返還は彼女らを精神的危害の重大な危険または他の耐え難い状況に

置くことになるという明白かつ確信を持つに足る証拠を提供しない［脚注 8］。

従って、Ｋ.Ｍ.はＩ.Ｄ.の申立がハーグ条約第 13 条（b）に基づいて却下される

べきであるという証明を行なう責任を満たさなかった。 

上に述べたように、Ｋ.Ｍ.は本件が本質的に Blondin の事案に類似しているこ

とを示そうとした。しかし裁判所は、本件は物理的な多くの点で Blondin とは

異なると考える。 

Blondinでは、被申立人の Duboisは以下のことを証明した： 

彼らの関係の間じゅう、Blondin は繰り返し Dubois を虐待し、彼女を素手やベ

ルトで殴り、時には彼女が[夫婦の上の子の] Ｍ.Ｅ.を抱えている時でさえそう

した行動に出た。さらに彼は Dubois を殺すと度々脅迫した。Blondin はＭ.Ｅ.

も頻繁に殴り、彼女の命も脅かした。1992 年に Blondin はＭ.Ｅ.の首に電気コ

ードを巻きつけ、彼女を殺すと脅した（78 F. Supp. 2d 285頁）。 

Duboisと彼女の子らは、虐待された女性の避難所へ引っ越し、そこで 8カ月以

上も暮らした（同書）。 

彼女と Blondin が和解した後で、彼は再び「全員を殺す」と度々脅し、その結

果 Duboisは子らを奪取し、米国へ連れ去った（同書）。 

Dubois の専門家は子らに面接し、フランスにいる間にＭ.Ｅ.は Blondin による

彼女と彼女の母親に対する身体的、言語的虐待によって生じた激しく深刻な心
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的外傷ストレス障害になったと証言した（同書 290-91頁）。彼の見解では、い

かなる条件においてもＭ.Ｅ.のフランスへの返還はほぼ確実に彼女がかつてフ

ランスで発症した心的外傷ストレス障害の再発を引き起こすだろうと考えた

（同書）。Blondin は一人も専門家を立てず、Dubois の専門家に反論する他の

証拠も提供しなかった（Blondin, 238 F.3d 157頁, 160頁）。 

裁判官は 8歳のＭ.Ｅ.に面接した（78 F. Supp. 2d 293頁）。裁判官は、彼女が

この数年間に米国にうまく適応しており、フランスへ帰りたくないと思ってい

ることを知った（同書 293頁, 296頁） 

専門家の証言と彼自身の観察に基づいて、地方裁判官は、子らがいかなる条件

に基づいて本国送還されたとしてもＰＴＳＤに掛かるだろうという明白かつ確

信を持つに足る証拠があると考え、ハーグ条約の第 13 条（b）に基づく

Blondinの申立を却下した（同書 285頁; Blondin, 238 F.3d 162頁）。 

第 2 巡回控訴裁判所は、第 13 条（b）の例外事由が成立するか否かを判断する

上で、子の意見と彼女が米国にどの程度馴染んでいるかを考慮することが適切

だと考えた（Blondin, 238 F.3d 165-67頁）。また裁判所は以下のようにも述べ

た。「深刻な虐待の場合、裁判所が第 13 条（b）の下で危害の重大な危険が存

在するという理由で本国送還を却下する前に、子の母国への安全な返還を可能

にするあらゆる選択肢を検討しなければならない」（同書 163 頁 n.11）。当裁

判所は、第 2 巡回控訴裁判所が関連する法律のその側面を適切に陳述したと考

える（Walsh, 221 F.3d 219頁を参照のこと）。 

第 2巡回控訴裁判所は、専門家の証言（Blondin, 238 F.3d 157頁, 160頁）の争

う余地のない性質と、Blondin の証拠が「[返還のために提案された]すべての手

段が実行されたとしても、フランスに帰ることによって子らはほぼ確実に心的

外傷ストレス障害の再発に直面するだろうとする[地方]裁判所の調査結果に疑

いを投げかけるものではない」と強く主張した。そのため控訴裁判所は「提示

された特殊かつ異常な環境において」地方裁判所の判決は支持されるべきであ

ると考えた（同書 168頁）。 

しかし本件において、Ｋ.Ｍ.は Blondin の事案で確立された深刻な虐待の執拗

なパターンを証明しなかった。Ｉ.Ｄ.がＣ.Ｄ.の前で自慰したかもしれず、ある

場合には彼女をその行為に関わらせたかもしれないと懸念する正当な理由があ

るという証拠が示されたが、それほどの性的虐待は証明されなかった。Ｋ.Ｍ.

の専門家の証言と他の証拠は対立した。Ａ.Ｄ. またはＣ.Ｄ.がスウェーデンでＰ
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ＴＳＤになった、あるいは現在なっているということは証明されなかった。彼

女らの一方または両方が、命じられた条件に基づき母親と共にスウェーデンへ

戻るならＰＴＳＤや類似のトラウマにかかりやすくなることについても証明さ

れなかった。  

Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.のどちらも証言を行なわなかったし、当裁判所は彼女らのど

ちらにも面接する機会を与えられなかった。Ａ.Ｄ.はスウェーデンへ返還され

ることについて異なる見解を表したと報告された。直近の彼女は返還に不安を

表している。彼女の不安の明確な理由は主に彼女の母親と離別する恐怖および

学校で上手くやっていけるだけの適切なスウェーデン語が話せるかどうかとい

うことへの不安である。しかしＡ.Ｄ.はスウェーデンへ帰った場合母親と離別

することはない。学校についての不安は、彼女の奪取と本国送還への不運では

あるが避けられない結果である（Walsh, 221 F.3d 220頁 n.14; Blondin; 238 F.3d 

164-65頁を参照のこと）。 

Ｃ.Ｄ.は最近心理士にスウェーデンへ帰りたくない、または父親に会いたくな

いと語った。しかし裁判所は、この見解が過去の性的虐待に基づくものであっ

て彼女の両親の離婚と彼女の奪取に関連するストレスではないという意見には

同意しない。裁判所は、 Ｃ.Ｄ.のスウェーデンへの返還は彼女と Luxemburg博

士との発展しつつある治療関係を破壊することになるとは認識するが、

Luxemburg 博士の支援によって同様の関係がスウェーデンの心理士との間に確

立できるとも考えている。 

このような状況において、Ａ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.が当裁判所が命じる条件に基づい

て帰国したなら、身体的もしくは精神的な危害の重大な危険にさらされ、また

は他の耐えがたい状態に置かれることを、Ｋ.Ｍ.は明白かつ確信を持つに足る

証拠を持って証明しなかった。［脚注 9］ 

監護権のある親による性的虐待がそれ自体耐え難い状況であるために申立は却

下されるべきだとするＫ.Ｍ.の主張は、裁判所の結論を変えるものではない。

国務省は次のように記した。「『耐えがたい状態』とは監護権を持つ親が子を

性的に虐待するような状態である」（国務省公告 957、国際的な子の奪取に関

するハーグ条約の条文と法的分析 1986 年を参照のこと）。確定的な結論とは

言えないまでも、ハーグ条約のこの解釈は「大きな重みを持っている」

（Blondin, 238 F.3d 162頁 n.10）。 
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しかし本件では、性的虐待は証明されなかった。むしろ証拠が示すのは、性的

虐待が起こったか否かを判断するために法医学判定が行われるべきだという十

分な理由が存在するということである。レイプされた娘をみだらな行為をした

親に返還することはそれ自体が耐えがたい状態であるとみなすのが合理的であ

るが、本件はそれとは異なる。本件で確立された事実について、裁判所は「子

を母国へ安全に返還されることを可能にする完全で幅広い選択肢を検討しなけ

ればならない」（Blondin, 238 F.3d 163 頁 n.11）と考える。そして当裁判所は

それを行なった。 

Ｋ.Ｍ.はまた、Ｉ.Ｄ.の申立を無効にするために条約の第 20 条が適用されるこ

とを明白かつ確信を持つに足る証拠によって証明しなかった。20 条は、裁判所

が子の本国送還を拒否できるのは、「人権及び基本的自由の保護に関する」

（ハーグ条約第 20 条）米国の基本的原則によって許されない理由がある場合

であると規定している。Ｋ.Ｍ.は彼女の公判前覚書でこの主張を採り入れなか

った。彼女の代理人は、彼女は第 20 条がハーグ条約の申立を却下するために

使われたことがあるとは考えなかったと述べている。 

これまで主要な条約解釈者が論じてきたように、第 20 条は「ほぼ跡形もなく

消えかかっている」（Beaumont, P.R. & McEleavy, P.E.国際的子の奪取に関す

るハーグ条約 1st ed. (Oxford Press 1999), 172頁）。その理由は、第 13条（b）

と第 20 条が重複しているように見えるためだろう。もし子の返還が人権に関

する基本的原則に違反するなら、それは子を耐えがたい状態へと返還すること

に関わってくるだろう。 

いずれにせよ、13条（b）に関する前述の分析で述べた理由のために、Ｋ.Ｍ.は

第 20条の例外事由が本件に適用できると証明することに失敗した。 

最後にＫ.Ｍ.は、Ａ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.が「スウェーデンに帰ることを拒み、その

意見を考慮に入れることが適当である年齢及び成熟度に達している」(ハーグ

条約第 13 条、最後から 2 番目の項)ので、第 13 条に基づきＩ.Ｄ.の申立が否定

されるべきだということを証拠の優越によって証明しなかった。前述のように、

裁判所は 13 条（b）の分析の一部として少女らの見解による証拠を考慮した。

また、裁判所はそのような証拠だけで申立を却下するに足る十分な根拠となり

得るかについても考慮した。裁判所はそうではないと考えた。 

前述したように、Ａ.Ｄ.もＣ.Ｄ.も証言を行なわなかった。提出された証拠は、

彼女らのどちらも命じられた条件に基づいてスウェーデンへ帰国することに反
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対することを証明していない。その上Ｃ.Ｄ.は 3 歳であり、裁判所が彼女の表

明する見解について決定的な重荷を与えるほど成熟してはいない。Ａ.Ｄ.は 7

歳であり、十分な成熟というには疑いもあるが、彼女の場合も反対することに

ついては証明されなかった。［脚注 10］ 

結局、本件は特定の形の性的虐待が起こったか否かという問題を有する。その

ような虐待が起こったか否かを判断するための法医学判定はスウェーデンで行

なうことができる。Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.を特定の条件に基き、身体的もしくは精

神的危害の重大な危険や他の耐えがたい状態にさらされることなしに、スウェ

ーデンに返還することができる。従って、裁判所は、法医学判定が実行され、

Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の将来の監護権の判定の影響をスウェーデンの裁判所が判断

できるような条件に［脚注 11］に基づいて、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.をスウェーデン

へ返還することを命じる（Walsh, 221 F.3d 219頁を参照のこと）。 

V.命令 

上記のことを考慮して、ここに以下の事を命じる。 

1．ハーグ条約に基づき、申立人Ｉ.Ｄ.によるＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の返還の申立が

以下の条件に基づいて許される。  

a. 被申立人Ｋ.Ｍ.は 2002 年 1 月 16 日までにＡ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.を彼女の費用に

よってスウェーデンへ返還すること。 

b. スウェーデンの裁判所が別段の命令を出さない限り、そして別段の命令を出

すまで、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.は Ｋ.Ｍ.と共にスウェーデンに住むこと。 

c. Ａ.Ｄ.および（または）Ｃ.Ｄ.が性的に虐待されたか否か、もしされたなら誰

にされたかを突き止めるために、定められた手順に従った法医学判定をできる

だけ迅速にスウェーデンで行なうこと（同書）。Ｉ.Ｄ.とＫ.Ｍ.は、同判定およ

びスウェーデンの裁判所が命じる他のいかなる判定にも全面的に参加すること。 

d. スウェーデンの裁判所はＡ.Ｄ.とＣ.Ｄ.の将来の監護権のために前述の法医学

判定の影響を判断すること。 

e. スウェーデンの裁判所が別段の命令を発しない限り、そして別段の命令を発

するまで、Ｉ.Ｄは直接または電話によってＣ.Ｄ.と一切接触しないこと。 
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f. スウェーデンの裁判所が将来別段の命令を出さない限り、そして別段の命令

を出すまで、Ｉ.Ｄは 15分を限度として週三回Ａ.Ｄ.と電話での会話を続けるこ

とができる。Ｉ.Ｄ.またはＫ.Ｍ.は電話の会話を録音することができる。しかし

Ａ.Ｄ.には録音については知らさないこと。Ａ.Ｄ.がＩ.Ｄ.と話している時は、

彼女以外に誰も同じ部屋にいてはならない。 

g. Ｋ.Ｍ.は自らのパスポートおよびＡ.Ｄ.、Ｃ.Ｄ.のパスポートをスウェーデン

の裁判所に提出すること。 

h. Ｋ.Ｍ.はＡ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.をスウェーデンの裁判所の許可なしにスウェーデ

ンから連れ出してはならない。  

i. Ｉ.Ｄは当命令の日以前に起こった出来事に基づいてＫ.Ｍ.に対する侮辱訴訟、

名誉棄損訴訟、刑事訴訟を提起も追求もしないこと。 

j.スウェーデンの裁判所が別段の命令を発しない限り、そして別段の命令を発

するまで、Ｉ.Ｄは当命令の条件と合致しない、当命令の日付以前に発行された

命令により確立したＡ.Ｄ.またはＣ.Ｄ.に関するいかなる監護権の行使も試みな

いこと。 

k. Ｉ.Ｄは、適切なスウェーデンの裁判所が当命令の条件をスウェーデンにて

執行可能な「ミラー・オーダー」として執行するよう迅速に要求すること。 

1. ハーグ条約の第 4、7、19、34 条に基づき、また条約の非独占原則に基づき、

当裁判所はＣ.Ｄ.が 16 歳に達するまで両当事者に対する管轄権を有するものと

する。 

2. 当命令への故意によるいかなる侵害も刑事および（または）民事侮辱罪とみ

なされる。 

3. 当命令をスウェーデン中央当局に送付するために、裁判所の事務官は問う命

令を米国国務省に送付すること。 

4. 当命令は、適切な救済を保証するために、当事者によってすべてのハーグ条

約署名国のすべての法執行機関に提供することができる。  
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5. 当命令は英語によって執行される。同命令は、Ｉ.Ｄが認証された翻訳を提出

することによって、スウェーデンにおいても執行される。言葉や条項の意味に

関するいかなる論争においても、英語版が正式であり、優越するものとする。 

Mark L. Wolf 

米国地方判事 

_________________________________________________________  

脚注  

［脚注 1］両当事者の承認により、裁判所は子らのプライバシー保護のために

正式な氏名ではなくイニシャルを使用する。 

［脚注 2］信頼性を評価する上で、裁判所はとりわけ証人の観察に依拠した。 

［脚注 3］これらの譲歩とは別に、裁判所はＫ.Ｍ.が、当覚書のセクション V

で命じられる条件に基づき、スウェーデンに返還されたなら彼女または彼女の

子らが身体的危害の重大な危険にさらされるだろうということを証明しなかっ

たと考える。Ｋ.Ｍ.はまた、精神的危害の深刻な危険にさらされることもない

だろう。子らへの精神的な危害の可能性の問題は、当覚書の中で後に詳細に論

じられる。 

［脚注 4］このような結論に達する上で、裁判所はとりわけ以下の証拠に依拠

する。Ｋ.Ｍ.だけが赤疹を見たと証言した。Ｋ.Ｍ.はスウェーデンにおいてすぐ

さま看護師と児童心理士に相談したが、どちらも子らには会わず、また赤疹と

されるものも見ていない。以下で論じるように、スウェーデンおよび米国での

Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.の身体検査は性的虐待の証拠を明らかにしなかった。Ａ.Ｄ.

は、彼女の父親がいかなる形にせよ彼女を性的に虐待したと示す陳述を、母親

にも、彼女の心理士にも、その他の人間にも行なっていない。Ｃ.Ｄ.が彼女の

心理士に対して行なった以下の陳述は、Ｃ.Ｄ.が一度か二度父親が自慰するの

を見た可能性および、その中で一度彼のペニスに触った可能性を示す。しかし

Ｃ.Ｄ.は彼女の心理士に、Ｉ.Ｄ.が彼女の膣に炎症を起こしたり傷つけたりする

何かを行なったとは話していない。 

［脚注 5］Ms. Epstein は両当事者および裁判所に対してこの問題に関して無償

で計り知れない支援を提供してくれた。彼女による無料奉仕の取り組みは法的
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専門職の最良の伝統を提供するものだ。彼女の司法当局への貢献には多大な感

謝が表される。  

［脚注 6］Ｄ.Ｍ.の姉妹は、尋問に対する答えとして、Ｃ.Ｄ.が自分は馬の「穴」

（Ｃ.Ｄ.がＩ.Ｄ.のペニスについて使う言葉）から出た「ねばねばしたもの」の

夢を見たと言ったと証言した。 

［脚注 7］この結論は、Munson 博士の見解と合致し、Van der Kolk 博士およ

び Jenny博士の見解とは反する。専門家の誰もがＣ.Ｄ.には会っていない。Van 

der Kolk 博士は彼の分野では著名である。しかし今回は、彼が子を直接検査せ

ずにその子がＰＴＳＤになったと意見を述べた最初の事例である。彼の見解は

裁判記録には掲載されていない証拠に大きく基づくものである。例えば、彼は、

Ｃ.Ｄ.が「お父さんがそうした時、私はそうするのが好きだ」と言ったという、

Ｍ.Ｍ.による伝聞陳述に一部依拠していた。これは明らかにＣ.Ｄ.の祖母が Van 

der Kolk 博士に語った事柄を意味する。しかしＣ.Ｄ.によるその陳述の証拠は、

法廷では明らかにされなかった。Van der Kolk博士が想定した事実および彼が

提供した見解は、しばしば Luxenberg 博士が重要な点について語ったもっと微

妙な見解に優るものであった。いずれにせよ、その振る舞いを含めた多くの要

素が、専門家の証言や他の証人らに対する裁判所の信頼性の評価に貢献した。 

［脚注 8］両当事者は、Ａ.Ｄ.およびＣ.Ｄ.が分離されるべきでないことを暗黙

のうちに了承しており、裁判所もこれを真実として受け入れる。 

［脚注 9］Blondin の事案に加え、Ｋ.Ｍ.が依拠した二つの裁判は本件の場合と

は異なる。Ostevoll v. Ostevoll, 2000 U.S. Dist. LEXIS 16178, 2000 WL 1611123 

*15-*16頁 (S.D. Ohio Aug. 16, 2000)では、どのような条件による本国送還もＰ

ＴＳＤの再発を引き起こすだろうという結論を裏付けるような、証明された虐

待の長い歴史が存在した。Steffen F. v. Severina P., 966 F. Supp. 922, 928 (D. 

Ariz. 1997)では、本国送還を行なえば、性的虐待を受けた子をなついていた母

親から切り離すことになっただろう。 

［脚注 10］ハーグ条約は、13 条に基づく子の異議を重要な根拠として認めら

れる最低年齢を定めていない（Blondin, 238 F.3d 166 頁）。これはむしろ各裁

判において証拠に依拠して定められるべき問題である。Blondin の事案におい

て、第 2 巡回控訴裁判所は、地方裁判所は 8 歳のＭ.Ｅ.が彼女の見解だけに基

づいて父親の申立を否定するにふさわしい年齢と成熟度に達していたとは決断

しなかったと記した（Blondin, 189 F.3d 247頁）。 
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Ａ.Ｄ.のように 7 歳の子の見解だけによってハーグ条約の申立を却下するに十

分だとみなされる裁判をＫ.Ｍ.は引用しなかったし、当裁判所も見つけること

はなかった。ハーグ条約は 16 歳の子には適用されない（ハーグ条約第 4 条）。

条約注釈書においては、第 13 条の最後から二項目を子の返還を防ぐために運

用した裁判例を提示した中で、15 歳の子の例を引用した（Blondin, 238 F.3d 

166頁 (注釈判例集の引用 P 30)を参照のこと）。  

本件で、Ａ.Ｄ.はその年齢で成熟しているという信頼できる証言があった一方

で、彼女は裁判所による面接を受けておらず、彼女の異議だけに基づいてスウ

ェーデンへ彼女を帰還させる命令を執行しないということを正当化するに十分

な年齢と成熟度に達していたと述べた専門家はいなかった。従って Ｋ.Ｍ.は、

命じられた条件に基づいてスウェーデンへ返還されることにＡ.Ｄ.が反対して

いると主張する点についても、また彼女がそのような異議だけに基づいてＩ.Ｄ.

の申立を却下できる十分な年齢と成熟度に達しているという点についても、証

明を行なわなかった。 

［脚注 11］Walsh（221 F.3d 221頁）の事例とは異なり、Ｉ.Ｄ.はこれまでもそ

うしてきたように、将来においても裁判所の命令を守るであろうと考える。 


